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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（百万円） 90,750 92,791 101,573 96,216 91,755

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
398 851 1,501 △641 902

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
136 △926 790 △3,068 531

純資産額（百万円） 36,083 35,309 35,989 32,159 32,432

総資産額（百万円） 84,456 81,385 78,187 69,174 66,965

１株当たり純資産額（円） 753.42 733.06 747.66 668.45 674.60

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

（△）（円）

2.85 △19.30 16.43 △63.78 11.05

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
3.02 － 15.12 － －

自己資本比率（％） 42.7 43.4 46.0 46.5 48.4

自己資本利益率（％） 0.4 － 2.2 － 1.6

株価収益率（倍） 149.1 － 20.5 － 13.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,835 768 3,518 4,499 △652

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,840 △404 △1,532 △2,255 1,698

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,393 △3,294 △5,110 △3,460 △804

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
14,242 11,319 8,196 6,975 7,203

従業員数（名） 2,436 2,441 2,413 2,427 2,365

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第74期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額が計上されてい

るため記載しておりません。第76期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第77期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第74期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。

４．第75期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

５．第76期の当期純利益の大幅な減少は、改正建築基準法の影響から新設住宅着工戸数が大幅に落ち込んだこと

により売上高が減少したことに加えて、「小形キッチンユニット用電気こんろ」の無償改修促進に伴う特別

クレーム補償関連費用、販売済みの製品に関わる修理費発生率等に基づく過年度製品保証引当金繰入損を計

上等したことによるものであります。 
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（百万円） 84,343 87,130 94,522 89,163 83,125

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
302 750 1,237 △665 757

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
213 △986 703 △3,005 448

資本金（百万円） 13,852 13,852 13,852 13,852 13,852

発行済株式総数（千株） 50,396 50,396 50,396 50,396 50,396

純資産額（百万円） 35,732 34,898 35,490 31,724 31,913

総資産額（百万円） 82,742 79,597 75,812 67,425 64,820

１株当たり純資産額（円） 746.10 724.53 737.29 659.39 663.82

１株当たり配当額（円）

(内１株当たり中間配当額)

（円）

2.50

(－)

2.50

(－)

3.50

(－)

－

(－)

2.50

(－)

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

（△）（円）

4.45 △20.56 14.60 △62.45 9.33

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円）
4.29 － 13.49 － －

自己資本比率（％） 43.2 43.8 46.8 47.1 49.2

自己資本利益率（％） 0.6 － 2.0 － 1.4

株価収益率（倍） 95.5 － 23.0 － 16.2

配当性向（％） 56.2 － 24.0 － 26.8

従業員数（名） 2,165 2,148 2,121 2,129 2,064

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第74期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額が計上されてい

るため記載しておりません。第76期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第77期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第74期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。

４．第75期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

５．第76期の当期純利益の大幅な減少は、改正建築基準法の影響から新設住宅着工戸数が大幅に落ち込んだこと

により売上高が減少したことに加えて、「小形キッチンユニット用電気こんろ」の無償改修促進に伴う特別

クレーム補償関連費用、販売済みの製品に関わる修理費発生率等に基づく過年度製品保証引当金繰入損を計

上等したことによるものであります。 
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２【沿革】

　当社は、歴史的に数回にわたり合併を繰り返して発展してきた会社でありますが、今日の事業基盤の母体となってお

りますのは、昭和21年設立の菱和木工(株)であります。しかしながら昭和39年５月、アポロ工業株式会社（前身は昭和

11年６月設立の中外精工株式会社）に吸収合併されたかたちとなっていますので、登記上の設立年月日は昭和11年６

月１日であります。

年月 事業内容の変遷

昭和21年５月 菱和木工株式会社設立、東京都墨田区吾嬬町５丁目50番地で事業開始（三菱電機株式会社の協力工

場として米軍用施設向大型冷蔵庫等の取付工事）

昭和22年５月 菱和工業株式会社と社名変更

昭和24年９月 昭和22年暮頃から企業化に着目し、生産を進めてきた「ステンレス流し台（ハンダ付）」の生産体

制強化のため、東京木工株式会社（板橋工場）を買収し、これを当社板橋工場として開設し、ステン

レス加工製品と厨房家具の製造販売を開始

昭和29年７月 直流式アルゴン溶接機により初めてステンレス薄板溶接に成功。ステンレス溶接流し台の商品化

昭和29年11月菱和工業株式会社と三菱電機株式会社の指定工場であった三中産業株式会社と合併（新設合併）

により、サンウエーブ工業株式会社として新発足

昭和31年５月 ステンレス流し台（プレス加工による深絞り）が日本住宅公団の指定商品に採用決定

昭和31年10月わが国初めて、ステンレス流し台（プレス加工による深絞り）の量産化開始

昭和34年１月 埼玉県戸田市に新鋭設備を導入、ステンレス厨房器具の総合工場として戸田製作所を開設

昭和34年12月株式店頭登録（東京）

昭和36年４月 株式店頭登録（大阪）

昭和36年10月東京・大阪証券取引所市場第二部に株式を上場

昭和37年３月 名古屋証券取引所市場第二部に株式を上場

昭和37年４月 三栄運送㈱を設立し、運送・保管業務を開始

昭和37年５月 東京・大阪・名古屋証券取引所市場第一部に株式を上場

昭和38年２月 桐生製作所開設

昭和39年５月 当社とアポロ工業株式会社とが合併（アポロ工業株式会社が存続会社）、同時にサンウエーブ工業

株式会社と商号を変更

昭和39年５月 画期的な量産方式を採用した木部加工、金属加工（ステンレスシンクトップ）及び組立加工工場と

して、深谷製作所の開設

昭和39年12月経営の行き詰りをきたしたため、会社更生手続開始申立を行い、同月決定

昭和41年３月 会社更生計画の決定

昭和43年10月三栄運送(株)をサンウエーブ運輸倉庫(株)に商号を変更

昭和46年８月 会社更生手続終結決定

昭和50年９月 株式店頭登録（東京・大阪）

昭和52年４月 西独バイエル社と特許権使用許可契約締結（電気泳動法ホーロー塗装技術）

昭和59年９月 メニューシステムキッチン「サンヴァリエ」発売（簡易型システムキッチン・ダイニング）

平成元年７月 サンウエーブ運輸倉庫㈱をサンウエーブテックサービス㈱に商号を変更

平成２年１月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成２年10月 社製作所（兵庫県加東市）開設

平成３年９月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場

平成４年12月 北海道物流センター開設

平成８年３月 香港支店開設

平成14年６月 中級システムキッチン「サンヴァリエ＜ピット＞」発売

平成14年８月 システムバス「サンリフレ＜ＢＲワイド＞」発売

平成15年７月 サンウエーブテックサービス㈱をサンウエーブレクア㈱に商号を変更（現連結子会社）

平成16年４月 当社及びサンウエーブ業厨サービス㈱を会社分割し㈱ＳＷキッチンテクノを設立（現連結子会

社）

平成16年10月システムキッチン「アクティエス」発売

平成16年10月連結子会社のサンウエーブ業厨サービス㈱清算

平成17年６月 日波厨房設備（上海）有限公司営業開始（非連結子会社）

平成19年11月戸田製作所閉鎖

平成19年11月サンウエーブメンテナンス(株)設立（現連結子会社）

平成21年２月 コンポーネント洗面化粧台「サンレソナ」発売
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社９社及びその他の関係会社１社で構成され、住宅用厨房設備機器、住宅用衛生設備機

器、業務設備機器の製造、販売を主な内容とし、さらに各事業に関連する物流、サービス等の事業活動を展開しており

ます。

　当社グループの事業にかかわる位置づけ、及び事業の部門との関連は、次のとおりであります。

（住宅用厨房設備機器関連）

　当社が製造、販売を行うほか、子会社サンウエーブリビングデザイン(株)及び(株)沖縄サンウエーブ販売が当社

製品の販売を行っております。また、日波厨房設備（上海）有限公司は中国において当社製品の販売を行ってお

ります。

（住宅用衛生設備機器関連）

　当社が製造、販売を行うほか、子会社サンウエーブリビングデザイン(株)及び(株)沖縄サンウエーブ販売が当社

製品の販売を行っております。また、子会社日波厨房設備（上海）有限公司は中国において当社製品の販売を

行っております。

（業務設備機器関連）

　当社が製造、販売を行うほか、子会社(株)ＳＷキッチンテクノは、業務設備機器全般を扱うほか、当社製品の販売

及び当社が販売した製品・商品のアフターメンテナンスを行っております。

（その他）

　当社グループの製品等の輸送については、子会社サンウエーブレクア(株)が、また、当社が販売した製品・商品

のアフターメンテナンスについては、子会社サンウエーブメンテナンス(株)が主として行っております。

　なお、その他の関係会社日新製鋼(株)から商社経由で原材料を購入しております。

　事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所

資本金又は

出資金

（百万円）

主要な事

業の内容

議決権の所有

(被所有)割合

関係内容所有

割合

（％）

被所有

割合

（％）

（連結子会社）       

サンウエーブレクア（株） 東京都千代田区 90その他 100 －

運送、保険、取付、サービス業

務、設備の賃貸借、役員の兼任

等　１名

（株）ＳＷキッチンテクノ 東京都新宿区 99
業務設備機

器
100 －

業務設備機器の販売、メンテナ

ンス　役員の兼任等・無

サンウエーブメンテナンス

(株)
東京都千代田区 90

アフター

サービス
100 －

部品の販売、メンテナンス　役

員の兼任等・無

（その他の関係会社）       

日新製鋼（株） 東京都千代田区 79,913鉄鋼業 － 35.53
原材料の購入　役員の兼任等　

１名

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の部門の名称又は業種名を記載しております。

２．特定子会社に該当する会社はありません。

３．日新製鋼（株）は有価証券報告書の提出会社であります。

４．平成21年６月19日払込期日の新株式の発行及び自己株式の処分に伴い、株式会社住生活グループがその他の

関係会社となっております。 

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 （平成21年３月31日現在）

事業の部門の名称 従業員数（名）

生産部門 502 

販売部門 1,432 

管理部門 252 

その他 179 

合計 2,365 

　（注）１．当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、上記のように職能部門別で記載しております。

２．従業員数は就業人員数であります。

(2）提出会社の状況

 （平成21年３月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

2,064 36.8 12.5 4,640

　（注）１．従業員数は就業人員数であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループ（当社及び当社の連結子会社）には、日本労働組合総連合（連合）傘下のJAMに属しているサンウ

エーブ労働組合と全国労働組合連合会（全労連）に属している全日本金属情報機器労働組合埼玉地方本部サンウ

エーブ工業支部が組織されており、グループ内の組合員数は1,766名であります。

　なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当期のわが国経済は、期初は好調な輸出や生産に支えられ、堅調に推移しましたが、秋以降の世界的な金融危機を

背景に企業収益が大幅に落ち込み、雇用情勢も悪化するなど景気の急速な減退が顕著となりました。 

住宅設備機器市場におきましては、マンション等の分譲住宅販売が低調であったことから、新設住宅着工戸数は

伸び悩み、改正建築基準法の影響により41年ぶりの低水準となった平成19年度からわずか3,582戸（前期比0.3％

増）の回復しかなく103万９千戸にとどまりました。また、リフォーム市場につきましても個人所得の減少により住

宅投資意欲が減退するなど、総需要が大幅に減少する極めて厳しい経営環境下での熾烈な販売競争となりました。

このような環境において、当社グループは前期に引き続き「変革への挑戦」の方針のもと、「サンウエーブ変革

活動」として「販売」「調達」「開発・生産」「業務」の４つの革新活動を通して、要員の見直し、経営資源の効

率的運用・業務プロセスの効率化を強力に推進し、「営業・経常・最終利益の黒字化」に努めてまいりました。

「販売革新」では全国を８つのエリアに分け、収益責任を担う執行役員によるエリア単位のきめ細かな収益管理

を徹底し、地域の特性にあう販売戦略を推進いたしました。また、新商品の投入、ショールームへの積極的な集客に

より、中高級価格帯での販売セット単価アップを図るとともに、販売拠点の統廃合など、固定費の大幅な削減にも取

り組み大きな成果を上げることができました。

「調達革新」では購買部門の組織と機能を改正し、いままで分散していた調達・価格政策を集約し、購買・開発

・生産が組織横断的に連携をとり、商品・部品・原材料の見直し、アルミなどの部材の内作化などによる原価低減

を進め成果を出すことができました。

「開発・生産革新」では常にお客様の視点に立ったうえで、最適な品質と商品のあり方を見直し、多品種で複雑

になっている製商品のモジュール・構造などを暫時統一するとともに、部品・部材の共通化を進め、商品力の維持

・強化とコスト競争力の向上の両立を図ってまいりました。

「業務革新」では業務プロセスの簡素化・効率化に向け業務のムダ取り活動を進め、全社固定費を大幅に削減す

るとともに、社員全員の意識改革を標榜し、「自分を変える、仕事を変える、働き方を変える」の行動指針のもと

「変える」ことに前向きな企業風土の醸成に努めてまいりました。

一方、商品面におきましては、リフォームを中心とした個別散在需要の獲得と中級価格帯市場でのシェア回復に

つなげるため、平成20年５月に主軸商品のシステムキッチン「サンヴァリエ〈ピット〉」のフルモデルチェンジを

行い、「パタパタくん」でおなじみのドアポケットをはじめとする収納力やデザイン・機能・性能を高めながら、

名実ともに「才色兼備」なキッチンへと生まれ変わりました。また、10月には、誕生20周年を迎えるコンパクトキッ

チン「サンファーニ」シリーズの４代目となる「サンファーニ〈ティオ・プラス〉」の発売を開始し、『コンパク

トキッチンの更なる進化“選べるスタイル、選べるデザイン”』を商品コンセプトに、デザイン性・収納性・価格

対応力の強化による圧倒的シェアの堅持に努めました。さらに、平成21年２月に、従来商品ブランドが複数あったコ

ンポーネント洗面化粧台のラインアップを見直し、約８年ぶりとなる新しいブランド「サンレソナ」シリーズとし

て販売を開始いたしました。「サンレソナ」とは、当社英文標記SUNWAVEと英語RESONATE（共鳴する）を組み合わせ

た造語で、キッチンやバスルームと共鳴して心地よい暮らしを創り出す、という想いがこめられています。当社にお

いてキッチンの代表ブランドである「サンヴァリエ」シリーズ、バスルームの唯一ブランドである「サンリフレ」

シリーズとともに、洗面化粧台でも「サン」を冠することで、ブランドの早期浸透と一体感により、キッチン・バス

ルーム・洗面化粧台の水回り３点セット受注を目指し、売上・収益の拡大に繋げてまいります。

また「生産革新」では「お届け日確定生産方式」を維持しつつ、月ごとの生産量の変動に対応し効率のよい生産

を行うため、変形労働時間制による柔軟な生産能力の調整や計画生産による生産量の平準化を行い、生産性の向上

に努めてまいりました。

さらに、お客様に安全な製品を供給し、安全な社会を構築することがメーカーの社会的責務であるという認識の

もと、製品の安全・安心の確保を最優先とした姿勢と取り組み方針を明確にすべく、「製品安全に関する基本方

針」を定め、その徹底を図ってまいりました。加えて、常に環境保護の重要性を認識した上で、環境意識の向上をは

かり環境に配慮した製品の供給を行うために、環境保全推進委員会を設置し環境保全活動を推進して、その結果を

環境報告書にて開示する予定にしております。

このような諸施策を実施してまいりました結果、当期の連結業績につきましては、景気の悪化に伴う新設住宅着

工戸数の伸び悩みの影響やリフォーム需要の低迷により、売上高は917億５千５百万円と前期に比して4.6％の減収

となりました。　

利益面につきましては、「生産革新活動」に加え、「サンウエーブ変革活動」の成果により、生産性の向上、原価

の低減、固定費の圧縮などの収益改善が実現し、営業利益９億８千６百万円（前期営業損失６億円）、経常利益９億

２百万円（前期経常損失６億４千１百万円）の黒字を計上することができました。また当期純損益におきまして

は、経営効率改善のため閉鎖した中部物流センター跡地および戸田製作所跡地の一部を売却したことなどによる特

別利益５億６百万円を計上する一方、固定資産除却損など特別損失３億９千９百万円および法人税等調整額などの

計上を行った結果、最終的に５億３千１百万円（前期当期純損失30億６千８百万円）の当期純利益となりました。　

また、当社単独の業績につきましては、売上高831億２千５百万円（前期比6.8％減）、営業利益７億９千３百万円

（前期営業損失７億９千６百万円）、経常利益７億５千７百万円（前期経常損失６億６千５百万円）、当期純利益
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は４億４千８百万円（前期当期純損失30億５百万円）となりました。

部門別の状況は以下のとおりであります。

（住宅用厨房設備機器部門）

当部門では、５月に主軸商品のシステムキッチン「サンヴァリエ〈ピット〉」のフルモデルチェンジを行い中高

級価格帯市場でのシェア奪回と採算性の向上に努めました。また、10月に当社がトップシェアを持つ小間口システ

ムキッチン「サンファーニ」シリーズの４代目となる「サンファーニ〈ティオ・プラス〉」の販売を開始し、売上

拡大を図ってまいりましたが、景気の急速な悪化の影響により販売台数が大幅に落ち込み、当部門の売上高は733億

４千万円（前期比5.7％減）となりました。

（住宅用衛生設備機器部門）

当部門では、浴室・浴槽（バス）と洗面化粧台を商品としておりますが、当社が商品をラインアップする中級価

格帯市場では、多くの住設メーカーが魅力的な商品を投入しており激しい販売競争となっています。こうした市場

環境のなか、コンポーネント洗面化粧台のラインアップを見直し、約８年ぶりの新ブランドとなる「サンレソナ」

として販売を開始いたしました。コンポーネント洗面化粧台「サンレソナ」は「清掃性」・「整頓力」に優れ、

キッチンやバスルームを含む水まわり全体まで考慮した「コーディネイト力」により快適な洗面空間を演出いた

します。浴室・浴槽においては、販売台数の低下により厳しい状況となりました。当部門の売上高は87億９千４百万

円（前期比12.9％減）となりました。

（業務設備機器部門）

当部門では、グループ会社の株式会社ＳＷキッチンテクノが主体となり、ファストフード、ファミリーレストラン

などの外食業チェーン店をターゲットとして積極的な提案活動を行い、拡販に努めてまいりました。当期は同社の

ファストフードチェーン店に対する積極的な販売活動が大幅な売上増に寄与いたしました。当部門の売上高は88億

７千１百万円（前期比27.1％増）となりました。

（その他の部門）

部品販売等の当部門の売上高は７億４千９百万円（前期比45.4％減）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における営業活動による資金の減少は、６億５千２百万円（前年同期と比べ51億５千１百万円の

収入減）となりました。これは、売上債権の減少額11億１千６百万円があったものの、未収入金の増加29億４千５百

万円、仕入債務の減少額９億３千万円があったこと等によるものです。

　投資活動による資金の増加は、16億９千８百万円（前年同期と比べ39億５千３百万円の収入増）となりました。こ

れは、土地の売却による収入29億４千９百万円があったこと等によるものです。

　財務活動による資金の減少は、８億４百万円（前年同期に比べ26億５千６百万円の支出減）となりました。これ

は、長期借入金の返済、社債の償還による支出６億８千２百万円があったこと等によるものです。

　以上の結果、当連結会計年度末の資金は、前連結会計年度末に比べ２億２千８百万円増加し、72億３百万円となり

ました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の部門の名称ごとに示しますと、次のとおりであります。

事業の部門の名称
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 

前年同期比（％）

住宅用厨房設備機器（百万円） 46,950 92.5

住宅用衛生設備機器（百万円） 7,543 86.3

業務設備機器（百万円） 846 97.0

合計 55,340 91.7

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当社グループは、見込生産を行っている為、記載を省略しております。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の部門の名称ごとに示しますと、次のとおりであります。

事業の部門の名称
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 

前年同期比（％）

住宅用厨房設備機器（百万円）
73,340

(25,675)

94.3

(96.9)

住宅用衛生設備機器（百万円）
8,794

(1,217)

87.1

(95.4)

業務設備機器（百万円）
8,871

(8,004)

127.1

(133.5)

その他（百万円） 749 54.6

合計
91,755

(34,898)

95.4

(103.4)

　（注）１．（　）内の金額は商品の販売実績（内数）であります。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

住友林業（株）

販売高

（百万円）
割合（％）

販売高

（百万円）
割合（％）

10,221 10.6 9,943 10.8

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

今後の見通しといたしまして、わが国の未曾有の経済危機により景気の急速な悪化が懸念されるのに加えて、世

界経済の一層の下振れなど、景気をさらに下押しするリスクが存在することが考えられます。さらには、少子高齢化

による人口減少時代を迎え、新築住宅需要は縮小傾向にならざるを得ず、新設住宅着工戸数が100万戸を下回る時代

の到来も現実のものとなりつつあります。住宅設備機器業界におきましてもこの様な厳しい環境下での事業活動を

余儀なくされると思われます。

こうした経営環境の認識のもと、当社グループは、昨年３月に平成22年度までの３年間で策定した中期経営指針

の見直しを行い、１年前倒しで要員計画の達成を目指すことといたしました。収益につながらない業務を徹底的に

切り捨て、業務の簡素化・削減に向けて業務の仕組み・ルールなどの業務プロセスを変革することを「サンウエー

ブ変革活動」の重点項目とし固定費の大幅な圧縮に努め、売上が減少しても安定した収益が確保できるよう、当社

グループの収益構造を変革するための活動をスピードを上げて推進してまいります。

また、市場の動向を注視しつつ、タイムリーにアライアンスを推進し、お互いの強みを持ち寄ることにより、高い

シナジー効果の実現を追求し、住宅設備機器業界における当社グループの企業価値を高めてまいります。

平成21年度は当社グループにとって更に大きな試練の年になると認識しております。厳しい環境に臆することな

く、「変革への挑戦」の方針のもと、昨年度に引き続き、「販売」・「調達」・「開発・生産」・「業務」の革新活

動をより一層強力に推し進めるとともに、「お客様本位、品質重視」の商品およびサービスの提供に向けて、グルー

プ全員一丸となって社業に邁進し、本年度の黒字の継続と、次年度以降の安定的な収益基盤づくりに繋げていく決

意でございます。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業展開について影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、文中の

将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成21年6月26日）現在において判断したものであります。

(1) 住宅着工の動向が当社グループ業績に与える影響について　

　当社グループは、住宅用厨房設備機器（家庭用システムキッチン等）、住宅用衛生設備機器（洗面化粧台、　　シ

ステムバス等）、業務設備機器（業務用厨房、給食設備等）、その他の製造販売を行っております。

　平成18年３月期から平成21年３月期における連結ベースの事業の部門別売上高は下記の通りであります。

　新設住宅着工戸数は、平成19年６月20日から施行された改正建築基準法の影響は落ち着きを取り戻しつつある

ものの、サブプライムローン問題による米国経済の急激な減速により金融経済が悪化いたしました。この影響を

受け、平成21年３月期の売上高は前期に比して4.6％の減収となりました。

 

 平成18年３月期平成19年３月期平成20年３月期 平成21年３月期 

売上高     

住宅用厨房設備機器（百万円） 75,553 82,126 77,761 73,340

住宅用衛生設備機器（百万円） 10,080 10,928 10,099 8,794

業務設備機器（百万円） 5,777 7,214 6,981 8,871

その他（百万円） 1,380 1,303 1,372 749

合計 92,791 101,573 96,216 91,755

前期比増減（％） 2.2 9.5 △5.3 △4.6

営業利益又は営業損失（△）

（百万円）
1,376 1,975 △600 986

前期比増減（％） 251.3 43.5 － －

新設住宅着工戸数（千戸） 1,248 1,285 1,036 1,039

前期比増減（％） 4.7 2.9 △19.4 0.3

(注１) 売上高には、消費税等は含まれておりません。

(2) 経営成績の変動について　

　当社グループにおける経営成績上の特徴として、売上高、収益共に下期に比重がかかることが挙げられます。こ

れは、毎決算期の第１四半期における経営成績の進捗度に課題をかかえていることに拠るものであります。

　新築戸建物件においては、住宅の着工開始から数ヶ月のタイムラグを経てシステムキッチン等の搬入施工とな

るのが一般的となっております。従いまして、第１四半期の経営成績は、新築住宅の着工戸数が他の四半期に比し

て鈍化する傾向にある前年度第４四半期の影響を受けることになります。

　また、当社グループの主要な需要部門である建設業界においても売上高が下半期に比重がかかる傾向にあり、そ

の影響も受けるものであります。

(3) 株式価値の希薄化について

　「重要な後発事象（業務・資本提携契約の締結）」に記載の第三者割当増資による新株式発行と自己株式の処

分により、本件増資前の発行済株式数(普通株式50,396,500株)に対して28.67％の希薄化(議決権ベース(注)では

30.52％)が生じます。この結果、株価が下落した場合など株主価値を毀損する可能性があります。

　また、本件増資が完了したことにより、割当先である株式会社住生活グループは、当社の大株主となりました。こ

のため、株式会社住生活グループの議決権行使の状況又は第三者への売却状況等により、当社のコーポレート・

ガバナンスに大きな影響を与える可能性があります。しかしながら、当社は株式会社住生活グループとの商品開

発、資材調達、生産、物流等の協業により、財務体質の改善と共にシナジー効果を追求し、収益力の強化を図ること

で、更なる企業価値の向上が可能となると判断しております。

(注)平成21年３月末議決権の数47,348個

５【経営上の重要な契約等】

　（業務・資本提携契約の締結） 

当社は、平成21年４月30日開催の当社取締役会において、株式会社住生活グループ（以下「住生活グループ」といいま

す。）との業務・資本提携、並びに同社を割当先とした第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を行うことを

決議し、同日、基本合意書を締結いたしました。

本業務提携による相乗効果を迅速かつ効率的に実現し、その実効性を担保するため、当社は平成21年６月19日におい

て、住生活グループに対して第三者割当の方法による普通株式12,150,000株の新規発行及び当社が保有する自己株式

2,300,000株の処分を行い、住生活グループはこれを引き受けました。

なお、詳細については、第５経理の状況、１連結財務諸表等、(1)連結財務諸表、注記事項、（重要な後発事象）、及び第５

経理の状況、２財務諸表等、(1)財務諸表、注記事項、（重要な後発事象）を参照して下さい。
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６【研究開発活動】

当連結会計年度における状況と致しましては、改正建築基準法の施行（平成19年6月20日）以降、新設着工の総計

（平成20年度新設住宅着工は約103.9万戸、前年対比0.3％増）については前年並となったものの、リフォームの伸び

悩みに加え、原油高騰などに伴う原材料価格の値上がりや国際的な金融危機による消費低迷など、市場全体としては

今後も低水準で推移するものと考えられます。住宅関連におきましても限られた市場の中での受注獲得に向けた各社

の動きは更に活発化し、企業間競争はますます激しさを増しております。

　こうした中、激変するマーケットに迅速且つ柔軟に対応する諸施策を進めながら、お客様の多様化したニーズへの対

応をはじめ、企業側からの新しい価値提案が求められると考えております。「お客様本位・品質重視」を基本方針に

掲げ、市場の求める商品をよりスピーディーに開発できる活動を推進してまいりました。お客様の視点に立ち、安全を

優先すべく品質の作り込みを行ない、部材の共通化を進めながら商品力強化、コスト競争力維持の両立を図ってまい

りました。

　また、提携先企業や住宅関連会社との共同開発にも積極的に取り組んでおり、幅広い観点から研究開発を行っており

ます。

　　事業の部門別の研究・開発活動は、次の通りであります。

 

（住宅用厨房設備機器事業）

　生活者から見たキッチンの位置付けは、ますます重要視される傾向にあります。お客様の視点に立ち、新たな生活ス

タイルの提案や快適に使う為の機能提案をしていくことに加え、環境や社会貢献へつなげる為の研究および商品開発

活動を推進してまいりました。

　具体的にはまず、特にリフォーム需要や中級価格帯市場でのシェア回復と収益の拡大につなげるため、５月に主力商

品である「サンヴァリエ＜ピット＞」のフルモデルチェンジを行いました。

　インテリアと調和する高いデザイン性と「新ドアポケット」をはじめとして優れた機能性を兼ね備えたシステム

キッチンとして開発いたしました。以下のような点において進化させております。①収納性（新ドアポケットやク

イックポケットをはじめ、使うための収納アイテムによる家事効率のアップと周辺収納ユニットを強化）、②清掃性

（ステンレスシンク・デュアルコートタイプ、ラク技クリーンフードを追加しトータルに清掃性を訴求）、③空間対

応（新しいセンターキッチンレイアウトとして、パーテーション対面とマルチアクセスキッチンを提案、さらにＩＨ

空気清浄システムも追加）、④カラーコーディネーション（新扉ラインナップや人造大理石シンク等で幅広いコー

ディネートを提案）、⑤快適リフォーム（間口・奥行きなど、小さくても快適な機能）

　新技術として、「新ドアポケット」では多くの方に見やすく使いやすいよう、カラーユニバーサルデザインを初めて

導入し、ＮＰＯ法人カラーユニバーサルデザイン機構より認証を受けました。また、ステンレストップとして標準搭載

しています「デュアルコートタイプ」が、次世代のシステムキッチン用ステンレストップとしてキズと汚れに強いそ

の機能の新規性とステンレスの新しい可能性が高く評価され、ステンレスの新規用途開発を促進するため、その目的

に貢献した優れたステンレス製品を表彰する第12回『ステンレス協会賞〈優秀賞〉』を受賞いたしました。

　10月には、主に集合住宅向けキッチンのモデルチェンジを実施し「サンファーニ＜ティオ・プラス＞」を発売しま

した。コンパクトキッチンの更なる進化“選べるスタイル、選べるデザイン”をコンセプトにケコミストッカータイ

プもラインナップするなど、求められる使いやすさを、ひとクラス上のスタイル・収納力として向上させ、戸建への対

応も図っております。 

　当部門の研究開発費としては、４億３千６百万円であります。

 

（住宅用衛生設備機器事業）

　当部門におきましても、厨房設備機器事業と同様のスタンスに立ちながら、キッチン・バス・洗面化粧台の３点セッ

ト提案ができる商品の強化に努めてまいりました。

　平成20年２月にコンポーネント洗面化粧台のモデルチェンジを実施しております。複数ブランドあったラインナッ

プを見直し、新しいブランド「サンレソナ」シリーズを発売いたしました。カウンター形状・奥行き寸法など、設置場

所にあわせた設定をはじめ、キッチンの開発より得られた収納ノウハウをもとに、煩雑となりがちな小物類の整理が

しやすい「スマートポケット」等を装備しております。また、デザイン性につきましても、キッチン同様、多彩な扉カ

ラーから選択可能なラインナップをしております。

戸建て向け高級システムバスルーム「サンリフレ<ＢＲ－ワイド＞」につきましては、浴室とともに浴槽の保温性

を高めた「ダブル保温」など、浴室全体の省エネルギーと利便性でお客様からの高い評価を頂いております。

その商品開発ノウハウを活かしながら、施工性へも配慮し、分譲住宅等をはじめ、幅広い需要に提案できる「サンリ

フレ＜ＢＲファンタジア＞」とあわせて、生産・販売支援システムの整備を行い市場対応力の強化をしております。 

　当部門の研究開発費としては、２億１千１百万円であります。
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（業務設備機器事業）

　業務設備機器業界におきましては、外食産業界における投資設備ニーズとして、業務効率化による収益体質の強化が

課題として挙げられています。

　そうした状況の中で、業界のニーズとなっている作業効率や清掃性を追及した機器を安全でしかも低コストで提供

していくことが必要となっております。

当社としましては、グループ会社で業務設備機器の販売を手掛けている株式会社ＳＷキッチンテクノとの連携を図

りながら、市場の要求にあった商品開発・提案活動を推進してまいります。 

　当部門の研究開発費としては、１千６百万円であります。

 

当連結会計期間の研究開発費は、総額６億６千５百万円であります。

 

 

 

７【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は、以下のとおりであります。

(1) 財政状態

①資産、負債の状況

　当連結会計年度末日における資産の状況は、前連結会計年度末日に比し、総資産が22億９百万円減少しており

ます。主たる内容といたしましては、資産の部においては土地の売却による減少額25億４千１百万円、負債及び

純資産の部においては、支払手形及び買掛金の減少額９億３千万円、賞与引当金の減少額３億８千９百万円であ

ります。　

　これらの結果、自己資本比率は48.4％となりました。
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②キャッシュ・フローの概況

　 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概況については「第２事業の状況」の「１業績等の概要」中

「(2）キャッシュ・フロー」の項に記載のとおりであります。

　 なお、主要財務指標は下表のとおりであります。

インタレスト・カバレッジ・レシオについては、平成18年12月１日付で三菱東京ＵＦＪ銀行ほか５行と総額

100億円のコミットメントライン契約を締結したことに伴い、資金効率化の観点から短期借入金45億２千万円を

返済し、平成19年３月期において、14倍となりました。

　平成20年３月期においては、平成19年９月に第４回転換社債を償還したこと、また、この償還に伴い上記のコ

ミットメントライン契約のうち50億円を借入実行したことにより19倍強となりました。

平成21年３月期においては、土地の売却収入に伴い債権流動化を抑制したことにより、営業キャッシュ・フ

ローがマイナスとなりました。 

 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 

自己資本比率(%) 46.0 46.5 48.4

時価ベースの自己資本比率(%) 20.7 10.3 10.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 4.8 3.0 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 14.0 19.4 －

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

自己資本比率：自己資本／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注１)　いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

(注２)　株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

(注３)　キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

(注４)　有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。
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(2) 経営成績

①売上高

　売上高は、前期より44億６千万円減少し、917億５千５百万円（前年同期比4.6％減）となりました。これは、平

成19年６月20日に施行された改正建築基準法の影響は落ち着きを取り戻しつつあるものの金融危機の影響から

経済が落ち込み、企業収益が悪化したことから新築市場が伸び悩み、加えてリフォーム市場も盛り上がりを欠く

などしたことによるものです。

　部門別としましては、住宅用厨房設備機器部門では、５月に「パタパタくん」でおなじみの「サンヴァリエ<

ピット>」を収納力やデザイン・機能・性能を高めながらフルモデルチェンジし、10月にはコンパクトキッチン

「サンファーニ<テイオ>」を『コンパクトキッチンの更なる進化“選べるスタイル、選べるデザイン”』を商

品コンセプトに上市しました。しかしながら、当部門の売上高は733億４千万円（前年同期比5.7％減）となりま

した。住宅用衛生設備機器部門では、２月にコンポーネント洗面化粧台を見直し、約８年ぶりとなる新しいブラ

ンド「サンレソナ」シリーズを上市しましたが、当部門としての売上高は87億９千４百万円（前年同期比

12.9％減）となりました。業務設備機器部門では、グループ会社の株式会社ＳＷキッチンテクノが主体となり、

外食産業に対し積極的な提案活動を行いました。当期は同社のファストフードチェーン店への積極的な販売活

動の結果、当部門としての売上高は88億７千１百万円（前年同期比27.1％増）となりました。その他の部門で

は、物流業務、保険事業等がありますが、当部門としての売上高は７億４千９百万円(前年同期比45.4％減）とな

りました。

②営業利益

　売上原価は前期より41億１千９百万円減少し、637億４千４百万円（前年同期比6.1％減）となりました。売上

高比は69.5％（前期は70.5％）と改善しました。これは、「サンウエーブ変革活動」として「調達」「開発・生

産」の革新活動において購買・開発・生産が組織横断的に連携をとり、商品・部品・原材料を見直し、共通化を

進め、また、アルミなどの部材を内作化することによりコスト競争力を高めたこと等によります。この結果、売上

総利益は３億４千１百万円減少し、280億１千１百万円（前年同期比1.2％減）となりました。販売費及び一般管

理費は、19億２千８百万円減少し270億２千４百万円となりました。これは、「業務革新」の変革活動において業

務プロセスの簡素化・効率化に向け業務のムダ取り活動により固定費を大幅に削減したことによるものです。

これらの結果、営業利益は９億８千６百万円（前期は６億円の損失）となりました。

③経常利益

　営業外損益は純額で８千４百万円の損失（前期は純額で４千万円の損失）と前期に比べて悪化しましたが、経

常利益は９億２百万円（前期は６億４千１百万円の損失）となりました。

④税金等調整前当期純利益

　特別利益につきましては、土地の売却により５億６百万円となりました。

　特別損失につきましては、固定資産の除却損３億１百万円、株価下落による有価証券評価損５千１百万円、ゴル

フ会員権評価損５百万円を計上し総額で３億９千９百万円となりました。

　これらの結果、特別損益は純額で１億７百万円の利益（前期は純額で17億８千９百万円の損失）となり、税金

等調整前当期純利益は10億９百万円（前期は24億３千１百万円の純損失）となりました。

⑤当期純利益

　法人税等を１億５千万円、法人税等調整額を３億２千７百万円計上したことにより、当期純利益は５億３千１

百万円（前期は30億６千８百万円の純損失）となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度は、生産部門においては、システムキッチン生産設備の生産性向上を図るため、経常的改善とあわせ、

深谷製作所において８千２百万円、桐生製作所において６千１百万円を投資しました。これらを含め、当連結会計年度

の設備投資額は３億５千６百万円であります。

　なお、犬山物流センター跡地25億１千７百万円、戸田製作所駐車場２千４百万円を売却しました。このほか、経常的に

発生する機械装置を中心として設備更新のための除却損３億１百万円を計上しております。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 16/115



事業所名
(所在地)

事業の部
門等の名
称

設備の内
容

帳簿価額

従業
員数
(名)

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資
産
（百万
円）

その他有
形固定資
産
（百万
円）

合計
（百万円）

深谷製作所

（埼玉県深谷市）
生産部門 生産設備 2,027 1,915

517

(160,310)
91 69 4,621263

桐生製作所

（群馬県桐生市）
生産部門 生産設備 675 538

332

(119,956)
61 85 1,694130

社製作所

（兵庫県加東市）
生産部門 生産設備 1,153 216

1,014

(64,783)
－ 14 2,39877

東京支社

（東京都千代田区）

他関東甲信越地区６支店27カ所

販売部門 販売設備 304 －
261

(1,026)
－ 28 594502

関西支社

（大阪府大阪市中央区）

他関西四国地区２支店13カ所

販売部門 販売設備 170 0
85

(177)
－ 15 271238

中部支社

（愛知県名古屋市千種区）

他東海地区２支店10カ所

販売部門 販売設備 99 －
94

(225)
－ 10 203155

九州支店

（福岡県福岡市博多区）

他８カ所

販売部門 販売設備 463 3
1,300

(43,068)
－ 5 1,773135

北海道支店

（北海道札幌市豊平区）

他６カ所

販売部門 販売設備 95 －
320

(6,695)
2 4 422 76

東北支店

（宮城県仙台市泉区）

他６カ所

販売部門 販売設備 98 －
33

(196)
－ 1 133 79

中国支店

（広島県広島市安佐南区）

他５カ所

販売部門 販売設備 72 －
413

(788)
－ 8 493 76

北海道物流センター

（北海道恵庭市）
その他 物流設備 382 1

600

(45,990)
－ 1 985－

本社ほか

（東京都千代田区、新宿区）
管理部門

その他設

備
1,254 5

5,121

(32,213)
195 31 6,608207

　（注）１．投下資本は有形固定資産（建設仮勘定は除く。）の平成21年３月31日現在の帳簿価額であります。

２．事業部門等の名称については、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、上記のように職

能部門別で記載しております。

３．上記のうち関係会社等に建物（サンウエーブレクア（株）94㎡、（株）ＳＷキッチンテクノ745㎡、サンウ

エーブメンテナンス（株）94㎡、サンウエーブリビングデザイン（株）57㎡）を賃貸しております。

４．上記以外にコンピュータ並びに自動車その他をリースによって使用しております。その主なものは下記のと

おりであります。

名称 台数（台） 年間リース料（百万円） リース期間

大型コンピュータ 3 45 主として４年

端末機 1,995 67 主として４年

その他ＯＡ機器 601 58 主として４年

自動車 735 231 主として５年

型 1,123 204 主として３年

　（注）　所有権移転外ファイナンスリース契約

 

(2）国内子会社
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会社名
事業所名
(所在地)

事業部門
等の名称

設備の内
容

帳簿価額
従業
員数
(名)

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資
産
（百万円）

その他有
形固定資
産
（百万円）

合計
（百万円）

サンウ

エーブレ

クア

（株）

深谷物流センター

（埼玉県深谷市）
その他 物流設備 0 3 － － 0 4 17

桐生物流センター

（群馬県桐生市）
その他 物流設備 － 3 － － 0 3 5

戸田物流センター

（埼玉県戸田市）
その他 物流設備 1 2 － － 0 3 3

社物流センター

（兵庫県加東市）
その他 物流設備 － 3 － － 0 3 12

九州物流センター

（福岡県八女郡広

川町）

その他 物流設備 － 1 － － 0 2 6

本社ほか

（東京都千代田

区）

管理部門

他

その他設

備
0 － － － 0 1 94

 
第４営業部ほか

（埼玉県戸田市）

販売部門

他

その他設

備
0 0 － 4 1 6 22

（株）ＳＷ

キッチンテ

クノ

大阪営業所

（大阪府大阪市中

央区）

販売部門 － － － － － － － 6

 
本社ほか

（東京都新宿区）

管理部門

他

その他設

備
0 － － － 0 1 77

サンウ

エーブメ

ンテナン

ス（株）

技術開発チーム

（埼玉県さいたま

市浦和区）

その他
その他設

備
0 － － － － 0 7

 

本社ほか

（東京都千代田

区）

管理部門

他

その他設

備
－ － － － － － 54

　（注）１．投下資本は有形固定資産（建設仮勘定は除く。）の平成21年３月31日現在の帳簿価額であります。

２．事業部門等の名称については、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、上記のように職

能部門別で記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等

①　提出会社

事業所名
（所在地）

事業部門等の名称
設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完成予定
年月

完成後の
増加能力

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

深谷製作所 

（埼玉県深谷市） 
生産部門 

システムキッ

チン等の生産

設備 

280 －  増資資金 平成21年４月 平成22年３月 

品質向上を図る

ため能力の増加

は殆どなし

 桐生製作所

 （群馬県桐生市）
 生産部門

システムバス

等の生産設備 
220 －  増資資金 平成21年４月平成22年３月 

品質向上を図る

ため能力の増加

は殆どなし

　（注）金額には、消費税等は含まれておりません。

②　国内子会社

　該当事項はありません。

（２）重要な設備の除却等

①　提出会社

　該当事項はありません。

②　国内子会社

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 19/115



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月26日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 50,396,500 62,546,500
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株

であります。

計 50,396,500 62,546,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成２年１月31日

（注）１．
7,000,00050,396,50011,340 13,852 11,340 12,352

（注）１．有償　一般募集

発行価格　　　3,240円

資本組入額　　1,620円　

 

２．第三者割当増資

平成21年６月19日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式数が12,150,000株、資本金及び資本準

備金がそれぞれ699百万円増加しております。 
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（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（1単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

 外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 25 24 239 28 1 3,217 3,534 －

所有株式数

（単元）
－ 7,863 123 23,289 1,154 2 17,23749,668728,500

所有株式数の

割合（％）
－ 15.8 0.3 46.9 2.3 0.0 34.7 100 －

　（注）１．自己株式は2,320,223株であり、「個人その他」の欄に2,320単元及び「単元未満株式の状況」の欄に223株含

めて記載しております。なお、期末日現在の実保有株式数と一致しております。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。

（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

日新製鋼(株) 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 16,823 33.38

サンウエーブ取引先持株会 東京都千代田区猿楽町二丁目６番10号 3,107 6.17

日本トラスティ・サービス信託銀行(株) 東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,704 5.37

双日(株) 東京都港区赤坂六丁目１番20号 1,500 2.98

サンウエーブ自社株投資会 東京都千代田区猿楽町二丁目６番10号 1,291 2.56

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,172 2.33

シービーエヌワイデイエフエイインベストトラ

ストカンパニージャパンスモールカンパニーシ

リーズ

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA,

CA 90401 USA 
857 1.70

（常任代理人　シテイバンク銀行（株）） （東京都品川区東品川二丁目３番14号）

日本興亜損害保険(株) 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 843 1.67

三菱ＵＦＪ信託銀行(株) 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 810 1.61

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 608 1.21

計 － 29,717 58.97

　（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）2,612千株

２．上記のほか自己株式2,320千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,320,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 47,348,000 47,348 －

単元未満株式 普通株式 728,500 － －

発行済株式総数 50,396,500 － －

総株主の議決権 － 47,348 －

（注）１．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式223株が含まれております。

　２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

サンウエーブ工業（株）
東京都千代田区猿楽

町二丁目６番10号
2,320,000 － 2,320,000 4.60

計 － 2,320,000 － 2,320,000 4.60

 

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】   会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 34,549 5,217,951

当期間における取得自己株式 2,870 437,439

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

そ　の　他　

(－）　
－ － － －

保有自己株式数 2,320,223－ 2,323,093－

（注）当期間における保有自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、業績に応じた株主各位への適切な利益還元の実施を重要な経営方針の一つとしております。これからの業績

見通しを踏まえつつ、長期的視点に立ち、今後の収益力や財務体質の強化に向けた事業展開に必要な内部留保の確保

を図りながら、株主各位への利益還元を安定かつより充実させることを配当政策の基本方針としております。

　また、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金

の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　内部留保資金につきましては、収益基盤の充実と競争力強化のための投資、ならびに財務体質の維持・強化に活用

し、効率的な経営による企業価値の向上に努めてまいります。

　　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定め

ております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成21年４月30日

取締役会決議
120 2.5

平成21年６月26日

定時株主総会決議
120 2.5

　

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 558 470 450 340 215

最低（円） 373 316 306 120 102

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 137 137 159 158 155 156

最低（円） 102 119 127 143 135 123

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
代表取締役 織田　昌之助 昭和21年11月13日生

昭和45年４月当社入社

平成４年７月 当社横浜支店長

平成８年７月 当社特需営業部長

平成11年６月当社取締役

平成12年６月当社統括販売部長兼東京支社長

平成14年４月当社販売本部長

平成14年６月当社常務取締役

平成15年６月当社取締役執行役員専務、販売本部長

平成16年１月当社取締役専務、販売本部・品質保証担

当

平成16年６月当社取締役専務、社長代行、品質保証室、

開発室、企画本部担当

平成17年４月当社代表取締役　取締役社長（現任）

平成20年４月当社販売本部長

(注)４ 57

代表取締役

副社長

代表取締役

社長代行なら

びに開発・生

産本部長およ

びＣＳ・品質

統括管掌、併

せてサンウ

エーブレクア

株式会社代表

取締役社長

増原　憲一 昭和21年11月12日生

昭和52年９月日新製鋼株式会社入社

平成５年10月同社鉄鋼研究所塗覆装研究部長

平成11年６月同社技術研究所表面処理研究部長

平成13年６月同社塗装・外装建材事業部市川製造所

長

平成15年６月同社執行役員

平成17年４月同社顧問　

当社執行役員専務、生産技術担当

平成17年６月当社取締役専務

当社品質保証、開発、生産を統括

平成18年４月当社開発・生産本部長、ＣＳ・品質統括

管掌（現任）

平成18年６月当社専務取締役

平成19年６月当社取締役副社長（現任）

サンウエーブレクア株式会社代表取締

役社長（現任）

平成20年４月当社代表取締役（現任）

(注)４ 25

常務

取締役

人事、情報シ

ステムなら

びに内部監

査管掌

山中　　均 昭和22年４月10日生

昭和45年４月当社入社

平成10年６月当社人事部長

平成12年３月当社総務・人事部長

平成13年６月当社取締役総務・人事部長

平成15年６月当社取締役執行役員専務、企画本部長

平成16年６月当社常任監査役（常勤）

平成18年６月当社取締役

当社専務役員

人事部長

平成20年４月当社常務取締役、情報システム、内部監

査管掌（現任）

(注)４ 19
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

開発・生産

本部副本部

長（購買担

当）

岡村　治孝 昭和28年２月27日生

昭和51年４月当社入社

平成13年５月当社生産管制室生産管理部長

平成15年２月当社生産本部生産企画部長

平成15年６月当社取締役（現任）

当社コスト構造改革担当

平成16年４月当社執行役員専務、業務革新本部長

平成17年６月当社専務役員

当社情報システム管掌、社長特命事項担

当

平成18年４月当社購買担当

平成19年６月当社開発・生産本部副本部長〔購買、需

給・施工管理担当〕

平成20年４月当社開発・生産本部副本部長（購買担

当）、併せて特命事項（電気こんろ改修

推進）（現任）

(注)４ 12

取締役
経営管理なら

びに財務管掌
上田　正義 昭和27年11月23日生

昭和51年４月当社入社

平成６年４月 当社北関東支店長

平成12年９月当社購買部長

平成14年４月当社販売本部副本部長、東京支社長

平成15年６月当社執行役員常務

平成16年１月当社執行役員専務、販売本部長

平成16年６月当社取締役（現任）

平成17年４月当社執行役員専務、ビジネスパートナー

ズ本部長

平成17年６月当社専務役員

当社購買、生産調達管掌

平成18年４月当社需給・施工管理管掌、開発企画、開

発担当

平成19年４月当社開発・生産本部副本部長〔開発企

画、開発担当〕、お客様サービス管掌

平成20年４月当社経営管理、財務管掌、開発・生産本

部副本部長〔開発企画、開発担当〕

平成21年４月当社経営管理ならびに財務管掌（現

任）

(注)４ 16

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 販売本部長 村重　英昭 昭和27年10月12日生

昭和50年４月当社入社

平成６年４月 当社埼玉支店長

平成９年６月 当社東京支社販売部長

平成11年４月当社関西支社神戸支店長

平成15年２月当社物流施工部長

平成17年４月当社販売本部販売企画部長

平成17年６月当社常務役員、販売本部販売企画部長

平成18年４月当社専務役員、販売本部販売企画部長な

らびに販売全般に亘る業務基盤整備を

担当

平成19年４月当社専務役員、販売本部北海道支店長

平成19年６月当社上席執行役員、販売本部北海道支店

長

平成20年４月当社上席執行役員、北海道支店長ならび

に東北支店を担当

平成21年４月当社上席執行役員

販売本部長（現任）

平成21年６月当社取締役（現任）

(注)４ 6
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 非常勤 杉野　正博 昭和19年11月18日生

昭和42年４月株式会社ＩＮＡＸ入社

平成２年１月 同社営業本部商品企画統括部商品第１

部長

平成４年１月 同社取締役、新建材事業部長

平成６年１月 同社建材事業本部タイル事業部長

平成８年１月 同社常務取締役、建材事業本部長

平成11年４月同社経営管理統括部長

平成12年１月同社専務取締役

平成13年10月同社代表取締役社長

平成16年６月同社代表取締役　社長執行役員

平成19年６月同社代表取締役会長（現任）

株式会社住生活グループ代表取締役社

長（現任）

平成21年６月当社取締役（現任）

(注)４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 非常勤 小濱　和久 昭和25年９月16日生

昭和49年４月日新製鋼株式会社入社

平成11年６月同社人事部長

平成13年６月同社総務部長

平成15年６月同社執行役員、総務部長

平成17年４月同社顧問

当社執行役員専務、企画本部長 

平成17年６月当社取締役専務役員経営企画、海外事業

企画、総務、人事、財務を管掌

平成18年４月当社取締役専務役員経営企画、総務、財

務、情報システム管掌、人事部長

平成18年６月当社取締役専務役員経営企画、総務、財

務、情報システムを管掌ならびに人事に

関し山中取締役に協力

平成19年６月当社常務取締役経営企画、総務、財務、情

報システムを管掌ならびに人事に関し

山中取締役に協力

平成20年４月当社取締役、社長付

同社常務執行役員 

平成20年６月当社顧問

同社取締役常務執行役員（現任）

平成21年６月当社取締役（現任）

(注)４ 9

常任監査役 常勤 佐藤　　豊 昭和26年10月２日生

昭和45年４月当社入社

平成７年４月 当社大阪支社大阪北支店長

平成10年４月当社東関東支店長

平成13年５月当社生産管制室外注管理部長

平成14年10月当社販売本部特需事業部長

平成15年６月当社執行役員常務

平成16年４月当社執行役員専務、ビジネスパートナー

ズ本部長

平成16年６月当社取締役

当社執行役員専務、ビジネスパートナー

ズ本部長

平成17年４月当社品質保証室・開発室担当

平成17年10月当社お客様サービス、品質保証、開発、需

給・施工管理管掌

平成18年４月当社取締役常務

当社販売本部関西支社長

平成18年６月当社常務取締役

当社販売本部関西支社長

平成19年４月当社販売本部長を補佐、併せて特命事項

〔リテール営業拡大の推進〕

平成20年４月当社取締役、社長付

平成20年６月当社常任監査役（常勤）（現任）

(注)５ 17
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 常勤 星隈　　豊 昭和26年８月20日生

昭和49年４月日新製鋼株式会社入社

平成11年４月同社堺製造所製造部長

平成12年４月同社堺製造所生産管理部長

平成16年４月同社ＰＩ推進部担当部長

平成19年６月当社監査役（常勤）（現任）

(注)５ 13

監査役 常勤 鈴木　政一 昭和25年５月12日生

昭和46年４月当社入社

平成19年４月当社経営企画部専門部長

平成20年４月サンウエーブ健康保険組合常務理事

サンウエーブ企業年金基金常務理事 

平成21年６月当社監査役（常勤）（現任）

(注)５ 1

監査役 非常勤 津田　与員 昭和25年12月27日生

昭和49年４月日新製鋼株式会社入社

平成11年６月同社経営企画部長

平成13年６月同社財務部長

平成15年６月同社執行役員

平成17年６月当社監査役（非常勤）（現任）

平成18年４月日新製鋼株式会社常務執行役員兼ＣＦ

Ｏ（現任）

平成18年６月同社取締役（現任）

(注)５ －

監査役 非常勤 金森　良純 昭和29年１月23日生

昭和52年４月トステム株式会社（現株式会社住生活

グループ）入社

平成７年５月 同社経理本部企画管理部長

平成12年６月同社執行役員経理本部経理部長

平成13年10月同社執行役員経理統括グループリー

ダー

平成16年５月同社執行役員戦略企画室長

平成19年２月同社執行役員経理財務部長兼戦略企画

室長

平成19年６月同社取締役（現任）

平成21年６月当社監査役（非常勤）（現任）

(注)６ －

    計  175

　（注）１．取締役 杉野正博氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役 星隈豊、津田与員及び金森良純の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．当社では、取締役とは別に業務執行機能を担う役員制度（執行役員制度)を導入して業務執行体制を強化し

ております。執行役員制度を構成する役員は17名で、上席執行役員４名、執行役員13名を配置しております。

４．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実・強化が企業価値を更に高めていくには不可欠であるとの認識のもと、

以下の考え方に基づき、各種施策に取組んでおります。

１．取締役会の構成人員（取締役数）は適正規模を保ち、法令で定められた事項や重要な経営事項が、十分かつ適正

な議論を経て、より迅速で戦略性の高い意思決定ができるような体制を常に維持するよう努める。

[現行の取締役数は８名となっております。この取締役と監査役で構成する取締役会を原則月１回開催しており

ます。]

２．激変する経営環境を先取りし、迅速かつ適宜に対応する取締役の経営責任を明確にするよう努める。

[この明確化の一環として取締役の任期は１年としています。]

３．業務執行体制とその権限と責任を明確にしながら、経営の効率化を推進する。

[取締役とは別に業務執行機能を担う役員制度〈執行役員制度〉を導入しております。また、業務執行にかかわ

る重要事項を審議するため、取締役会とは別に経営執行戦略会議〈社長の諮問機関〉を原則月２回開催してお

ります。] 

４．企業の透明性ならびに業務遂行の適法性と適正性の維持・向上に努める。

[内部監査部を設け、当社およびグループ会社の業務が、法令・社内規程等に従って効率的に遂行されているか

等について実地に評価・検証しております。また、社外監査役３名を含む５名で構成する監査役会を設け、この

監査役会が定めた監査計画に従って、各監査役は厳正な監査を行っております。また、会計監査人を選定してお

り、監査役と緊密な連携をとって監査を行っております。] 

５．高い倫理観に基づいた事業活動を推進する。

[企業行動基準を制定するとともに、社員が遵守すべき行動規範と行動マニュアルを定めて、これに基づく行動

の徹底を図っております。] 

（注）上記５項目の[　]内の記載は現況の説明であります。

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ． 会社の機関の基本説明

当社は監査役制度を採用しており、現在、監査役５名のうち社外監査役が３名となっております。

ロ． 会社の機関及び内部統制の仕組みは下記のとおりであります。

 

 ハ． 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

　当社は、会社法に基づく「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他株式会社の業務の適正を確保するために法務省令で定める体制」の構築に関する基本方針を以下のとお

り定め、この基本方針により構築する体制の下で会社業務の適法性・効率性の確保ならびにリスク管理に努

めるとともに、社会経済情勢その他環境の変化に即応して見直しを行い、内部統制システムの改善・充実を

鋭意推進しております。  
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１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ）取締役会は、取締役会付議・報告基準を整備し、当社基準に則り、業務執行を決定する。

ロ）取締役は、業務執行状況を取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督す

る。

ハ）反社会的勢力および団体とは断固として対決し、反社会的勢力との一切の関係を断絶することを基本方

針とする。

ニ）反社会的勢力に対する対応を「行動マニュアル」に定め、周知徹底する。

ホ）コンプライアンス体制に係る規定として、役員および使用人が法令・定款および会社の経営理念を遵守

した行動をとるための「企業行動基準」ならびに「行動規範」を定める。また、その徹底を図るため、

「リスクマネジメント推進委員会」において、コンプライアンスリスクに関する問題点の把握と対応方

針の検討を行うとともに、役員および使用人が法令・定款に違反する行為を発見した場合の相談・通報

窓口として、社内・グループ会社内・社外（弁護士）に「コンプライアンスホットライン」を設置、運営

する。  

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報の保存および管理について、「文書規程」に従い、職務執行に係る情報を文

書または電磁的に記録し、保存する。取締役および監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できる体制を構築

する。  

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ）経営管理管掌役員を委員長として、各部門長から構成する「リスクマネジメント推進委員会」を設置

し、基本方針、推進体制その他重要事項を決定する。

ロ）「リスクマネジメント規程」を制定し、リスクカテゴリーごとの責任部署を定め、グループ全体のリス

クを網羅的・総合的に管理するリスクマネジメント体制を構築するとともに、内部監査部門がリスクカ

テゴリーごとのリスク管理状況を監査し、定期的に取締役社長に報告する。

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

「組織規定」に規定する職務権限および意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われ

る体制を確保する。  

５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ）反社会的勢力および団体とは断固として対決し、反社会的勢力との一切の関係を断絶することを基本方

針とする。

ロ）反社会的勢力に対する対応を「行動マニュアル」に定め、周知徹底する。

ハ）コンプライアンス体制に係る規定として、役員および使用人が法令・定款および当社の経営理念を遵守

した行動をとるための「企業行動基準」ならびに「行動規範」を定める。また、その徹底を図るため、

「リスクマネジメント推進委員会」において、コンプライアンスリスクに関する問題点の把握と対応方

針の検討を行うとともに、役員および使用人が法令・定款に違反する行為を発見した場合の相談・通報

窓口として、社内・グループ会社内・社外（弁護士）に「コンプライアンスホットライン」を設置、運営

する。 

６）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

「グループ会社管理規程」に従い、子会社管理の主管部署の統括の下、社内各部署が、子会社業務の適正

を確保するため、監督、指導を行う体制を構築する。子会社は、当社内部監査部門および監査役、監査法人の定

期的監査を受けるとともに、当社の担当役員と定期的に情報交換を行い、コンプライアンス上の課題、問題の

把握に努める。 

７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役の職務を補助する組織は総務部とする。監査役が補助すべき使用人を置くことを要請したときは、

取締役社長との間で意見交換を行うこととする。 

８）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　補助すべき使用人を置いた場合は、その人事異動については、監査役会の意見を尊重する。 

９）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役および使用人は、監査役会の定めるところに従い、監査役の要請に応じて必要な報告を行う。  

10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会に対して、業務執行取締役および重要な使用人からヒヤリングを実施する機会を確保するとと

もに、取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換を実施する。また、内部監査部門との緊密な連携を

保つとともに、必要に応じて内部監査部門に調査を求めることができる体制とする。  
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ニ． 内部監査及び監査役監査の状況

１）内部監査部門として内部監査部(４名)を設置しております。同部は、法令・社内規則の遵守および業務の

プロセスの検証等の視点から毎年監査計画を立案して、これに基づく内部監査を継続的に実施しており

ます。監査結果については、経営層及び監査役に報告すると共に、被監査部門に対しては改善事項の指摘、

指導を行い、必要に応じて再度監査を行うなど有効性の高い内部監査に努めております。

２）監査役監査につきましては、各監査役は監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、分担

等に従い、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役及び管理職等からその職務の執行状況を聴

取するとともに、事業所及び子会社への往査の実施などの方法を通じて、厳正な監査を行っております。

３）監査役と会計監査人の連携状況につきましては、監査役は監査の実効性を確保するため、監査計画・監査

実施状況等について定期的に監査法人と意見交換を行っております。

４）監査役と内部監査部門の連携状況につきましては、監査役は監査の実効性を確保するため、内部監査部の

監査計画・監査実施状況等について定期的に意見交換を行うとともに、必要に応じて内部監査部に調査

を求めることが出来る体制をとっております。

ホ． 会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は富山正次氏及び筆野力氏、並びに原田清朗氏であり、あずさ監

査法人に所属しております。なお、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他11名であり

ます。公認会計士及び監査法人と当社の間には特別な利害関係はなく、当社と監査法人との間で監査契約を

締結し、当社グループの会社法監査および金融商品取引法監査を受けております。

ヘ． 社外取締役及び社外監査役との関係

　社外取締役の杉野正博氏は、株式会社住生活グループの代表取締役社長を兼務しており、当社と同社との間

で、業務・資本提携を行っております。当社との間には、その他に特別な利害関係はありません。

　社外監査役３名と当社の間には特別な利害関係はありません。

② リスク管理体制の整備の状況

　当社におけるリスク管理は、取引先信用リスク、品質リスク、天災リスク、情報漏洩リスクなどの個々のリスク

に対し、グループ会社をも含め包括的に対処するリスク管理を組織的に行うことを基本とし、体制の強化に努め

ております。

③ 役員報酬の内容

　第77期事業年度における当社の社内取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

区分 社内取締役
監査役

(うち社外監査役) 
合計

定款又は株主総会決議に基づく報酬（百万円） 87
40

(11) 
127

株主総会決議に基づく退職慰労金（百万円） － － －

合計（百万円） 87 40 127

なお、役員報酬には、使用人兼務役員の使用人給与相当額（賞与を含む）が含まれておりません。
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④ 取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

⑤ 取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨定款に定めております。

⑥ 剰余金の配当等の決定機関

　当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）について、毎年９月30日を基準日として、取

締役会の決議により行うことができる旨定款に定めております。

⑦ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

⑧ 自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨

を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場

取引により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － 49 2

連結子会社 － － － －

計 － － 49 2

（注）当社と会計監査人の間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づく監査に対する

報酬等の金額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、これらの合計額を記載しております。 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。　

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容といたしましては、財務報告に係る内

部統制の評価作業に関するアドバイザリー業務であります。　

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査時間、監査手続等を総合的に勘案

し、会社法第399条第１項および第２項ならびに監査役会規定第18条に基づく監査役会の同意のもと決定してお

ります。なお、当社と監査法人又は業務執行社員との間には、記載すべき利害関係はありません。　
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第76期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第77

期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31

日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第76期事業年度

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び第77期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日ま

で）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,975 7,203

受取手形及び売掛金 25,077 23,960

たな卸資産 3,752 －

商品及び製品 － 1,341

仕掛品 － 315

原材料及び貯蔵品 － 1,922

未収入金 － 3,541

繰延税金資産 603 465

その他 1,212 624

貸倒引当金 △8 △19

流動資産合計 37,613 39,355

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 19,544 19,491

減価償却累計額 ※5
 △12,320

※5
 △12,690

建物及び構築物（純額） 7,223 6,800

機械装置及び運搬具 14,373 13,274

減価償却累計額 △11,175 △10,578

機械装置及び運搬具（純額） 3,197 2,696

土地 12,638 10,096

リース資産 － 465

減価償却累計額 － △109

リース資産（純額） － 355

その他 3,444 3,429

減価償却累計額 ※5
 △3,038

※5
 △3,135

その他（純額） 406 294

有形固定資産合計 23,466 20,243

無形固定資産

ソフトウエア 1,312 1,072

その他 91 162

無形固定資産合計 1,404 1,235

投資その他の資産

投資有価証券 1,275 1,093

繰延税金資産 1,565 1,504

その他 ※1
 4,260

※1
 3,995

貸倒引当金 △410 △462

投資その他の資産合計 6,690 6,130

固定資産合計 31,561 27,609

資産合計 69,174 66,965
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,406 10,475

短期借入金 ※3
 5,000

※3
 5,000

1年内償還予定の社債 330 625

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 352

※3
 5,248

賞与引当金 1,000 611

特別クレーム補償引当金 292 142

その他 3,469 2,971

流動負債合計 21,851 25,074

固定負債

社債 ※3
 2,625

※3
 2,000

長期借入金 ※3
 5,248

※3
 －

退職給付引当金 6,651 6,651

役員退職慰労引当金 8 8

製品保証引当金 598 565

その他 32 232

固定負債合計 15,163 9,458

負債合計 37,014 34,532

純資産の部

株主資本

資本金 13,852 13,852

資本剰余金 12,464 12,464

利益剰余金 6,523 7,054

自己株式 △668 △673

株主資本合計 32,171 32,698

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △17 △125

繰延ヘッジ損益 5 △140

評価・換算差額等合計 △12 △265

純資産合計 32,159 32,432

負債純資産合計 69,174 66,965
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 96,216 91,755

売上原価 67,863 63,744

売上総利益 28,352 28,011

販売費及び一般管理費

運搬費及び倉庫料 3,895 3,731

広告宣伝費 1,278 1,396

貸倒引当金繰入額 17 36

給与手当 8,561 8,221

賞与引当金繰入額 794 487

退職給付費用 697 910

その他 ※1
 13,707

※1
 12,240

販売費及び一般管理費合計 28,953 27,024

営業利益又は営業損失（△） △600 986

営業外収益

受取利息 11 9

受取配当金 148 93

賃貸料 41 73

仕入割引 80 49

信託受益権償還益 77 65

その他 171 119

営業外収益合計 530 411

営業外費用

支払利息 255 261

支払手数料 62 34

売上割引 142 135

その他 109 65

営業外費用合計 571 495

経常利益又は経常損失（△） △641 902

特別利益

固定資産売却益 ※2
 0

※2
 506

貸倒引当金戻入額 56 －

特別利益合計 56 506
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別損失

固定資産除売却損 ※3
 297

※3
 301

投資有価証券評価損 41 51

特別クレーム補償関連費用 ※4
 720

※4
 －

過年度製品保証引当金繰入損 505 －

子会社出資金評価損 45 －

減損損失 ※5
 230

※5
 －

ゴルフ会員権評価損 － 5

貸倒引当金繰入額 6 40

特別損失合計 1,846 399

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△2,431 1,009

法人税、住民税及び事業税 160 150

法人税等調整額 477 327

法人税等合計 637 478

当期純利益又は当期純損失（△） △3,068 531

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 38/115



③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 13,852 13,852

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,852 13,852

資本剰余金

前期末残高 12,464 12,464

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,464 12,464

利益剰余金

前期末残高 9,760 6,523

当期変動額

剰余金の配当 △168 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,068 531

当期変動額合計 △3,237 531

当期末残高 6,523 7,054

自己株式

前期末残高 △662 △668

当期変動額

自己株式の取得 △6 △5

当期変動額合計 △6 △5

当期末残高 △668 △673

株主資本合計

前期末残高 35,415 32,171

当期変動額

剰余金の配当 △168 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,068 531

自己株式の取得 △6 △5

当期変動額合計 △3,243 526

当期末残高 32,171 32,698
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 475 △17

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△492 △107

当期変動額合計 △492 △107

当期末残高 △17 △125

繰延ヘッジ損益

前期末残高 98 5

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△93 △146

当期変動額合計 △93 △146

当期末残高 5 △140

評価・換算差額等合計

前期末残高 574 △12

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△586 △253

当期変動額合計 △586 △253

当期末残高 △12 △265

純資産合計

前期末残高 35,989 32,159

当期変動額

剰余金の配当 △168 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,068 531

自己株式の取得 △6 △5

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △586 △253

当期変動額合計 △3,830 272

当期末残高 32,159 32,432
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△2,431 1,009

減価償却費 2,326 2,416

賞与引当金の増減額（△は減少） △128 △389

退職給付引当金の増減額（△は減少） △442 0

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △0 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △35 63

特別クレーム補償引当金の増減額（△は減少） 292 △150

製品保証引当金の増減額（△は減少） 598 △32

受取利息及び受取配当金 △160 △102

支払利息 255 261

支払手数料 62 34

投資有価証券評価損益（△は益） 41 51

子会社出資金評価損 45 －

ゴルフ会員権評価損 － 5

固定資産除売却損益（△は益） 297 △205

減損損失 230 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,346 1,116

たな卸資産の増減額（△は増加） 167 173

仕入債務の増減額（△は減少） △1,876 △930

未収入金の増減額（△は増加） 2,658 △2,945

その他 △201 △804

小計 5,046 △428

利息及び配当金の受取額 160 102

利息の支払額 △231 △265

法人税等の支払額 △475 △118

法人税等の還付額 － 56

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,499 △652

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △260

定期預金の払戻による収入 － 260

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △185 △6

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 2 0

有形固定資産等の取得による支出 △2,354 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 － △949

有形固定資産の売却による収入 293 2,949

長期前払費用の取得による支出 － △360

貸付けによる支出 △18 △8

貸付金の回収による収入 61 74

その他 △55 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,255 1,698
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,600 －

長期借入金の返済による支出 △401 △352

社債の償還による支出 △628 △330

転換社債の満期償還による支出 △6,856 －

自己株式の取得による支出 △6 △5

リース債務の返済による支出 － △116

配当金の支払額 △168 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,460 △804

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 △12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,221 228

現金及び現金同等物の期首残高 8,196 ※
 6,975

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 6,975

※
 7,203
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社 (1）連結子会社

　子会社のうちサンウエーブレクア(株)、(株)ＳＷキッ

チンテクノ及びサンウエーブメンテナンス(株)の３社

を連結の範囲に含めております。

　なお、当連結会計年度よりサンウエーブメンテナンス

（株）を新規設立したことにより、連結子会社に含め

ております。

　子会社のうちサンウエーブレクア(株)、(株)ＳＷキッ

チンテクノ及びサンウエーブメンテナンス(株)の３社

を連結の範囲に含めております。

(2）非連結子会社 (2）非連結子会社

　子会社のうちサンウエーブリビングデザイン㈱ほか

５社は連結の範囲に含めておりません。

同左

(3）連結の範囲から除いた理由 (3）連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社６社は、いずれも小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも当期連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないので連結の範囲より除外しまし

た。

同左

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社６社については、当期純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、また、全体としても当期連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないので持分法適用の範囲より除外しまし

た。

同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　当社と同一の決算日であります。 同左

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(ア）有価証券 (ア）有価証券

子会社株式

　総平均法による原価法

子会社株式

同左

その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のあるもの

同左

時価のないもの

　総平均法による原価法

時価のないもの

同左

(イ）デリバティブ (イ）デリバティブ

　時価法 同左
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(ウ）たな卸資産 (ウ）たな卸資産

　主として総平均法による原価法により評価してお

ります。

評価基準は総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっております。 

 （会計方針の変更） 

　当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公

表分）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ11百万円減少しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(ア）有形固定資産 (ア）有形固定資産（リース資産を除く）

　連結子会社は、定率法を採用しておりますが、当社

は建物、機械装置は定額法、それ以外については定率

法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　3～50年

機械装置及び運搬具　4～13年

　連結子会社は、定率法を採用しておりますが、当社

は建物、機械装置は定額法、それ以外については定率

法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　3～50年

機械装置及び運搬具　4～11年

(会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号)及び(法人税法施

行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令

第83号))に伴い、平成19年４月１日以降に取得した

ものについては、改正後の法人税法に基づく方法に

変更しております。

　当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

──────

(追加情報)

　なお、平成19年３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方法によっております。

　この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法に

よった場合と比べ、営業損失、経常損失、税金等調整

前当期純損失が131百万円それぞれ増加しておりま

す。

──────

　　　　　　　────── (追加情報)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社の機械装置については、従来、耐用年数を４～13

年としておりましたが当連結会計年度より４～11年

に変更しました。

　この変更は平成20年度の税制改正を契機に耐用年数

について資産の利用状況等を見直した結果に伴うも

のであります。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ33百万円減少しております。

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(イ）無形固定資産 (イ）無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

同左
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

  （ウ）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして

算定する方法によっております。

　なお、平成20年３月31日以前に契約をした、リース物

件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

(ウ) 長期前払費用の処理方法

　均等償却によっております。

(エ) 長期前払費用の処理方法

同左

(3）引当金の計上基準 (3）引当金の計上基準

　　（ア）貸倒引当金 　　（ア）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は

貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権等は

財務内容評価法によっております。

同左

(イ) 賞与引当金 (イ) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充当するため、支給見込額に

基づく当連結会計年度費用負担額を計上しておりま

す。

同左

(ウ) 特別クレーム補償引当金

　当社グループで実施する「小形キッチンユニット

用電気こんろ」の無償改修促進の強化策実施に伴う

将来の費用負担見積額を特別クレーム補償引当金と

して計上しております。

(ウ) 特別クレーム補償引当金

同左

(エ) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額

法により按分した額を発生した連結会計年度から費

用処理しております。

(エ) 退職給付引当金

同左
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(オ) 役員退職慰労引当金 (オ) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充当するため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

同左

(カ) 製品保証引当金

　製品の修理費用の支出に備えるため、過去の実績率

を基礎に将来の費用負担見込額を計上しておりま

す。

(カ) 製品保証引当金

同左

(会計方針の変更)

　製品の修理費用につきましては、従来支出時の費用

として売上原価、販売費及び一般管理費、および営業

外費用に計上しておりましたが、当連結会計年度よ

り過去の売上高に対する支出割合に基づき算出した

見積額を販売時の売上原価として計上する方法に変

更し、その当該金額を製品保証引当金として計上し

ております。この変更は過年度に起因する修理費用

の発生額の重要性が高まったため、財務の健全性を

高め、期間損益計算の適正化を図る見地から実施し

たものであります。　

　この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法に

よった場合と比べ、営業損失が177百万円、経常損失

が92百万円、税金等調整前当期純損失が598百万円そ

れぞれ増加しております。

──────

(4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　　　　　　　　　　──────

(5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法

(ア）ヘッジ会計の方法 (ア）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変

動リスクのヘッジについて振当て処理の要件を満た

している場合には振当て処理を、金利スワップにつ

いては特例処理の条件を満たしている場合には特例

処理を採用しております。

同左

(イ) ヘッジ手段とヘッジ対象 (イ) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約取引、通貨オプション取引、

金利スワップ取引、外貨建預金

ヘッジ対象　外貨建輸入取引、借入金の利息

同左

 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(ウ) ヘッジ方針 (ウ) ヘッジ方針

　「社内手続」に則り、外貨建債務の決済時におけ

る為替変動リスクおよび借入金の金利変動リスク

をヘッジしております。

同左

(エ) ヘッジ有効性評価の方法 (エ) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。ただし、特例処理によっている金利スワッ

プ取引については有効性の評価を省略しておりま

す。

同左

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 47/115



前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(6）消費税等の会計処理 (6）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。　

同左

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 ６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　該当事項はありません。 同左

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得日

から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投資からなっておりま

す。

同左

【連結財務諸表作成のための基本となる会計処理の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── （リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適

用しております。

　なお、平成20年３月31日以前に契約を行ったリース契約

につきましては、通常の賃貸借処理に準じた方法によって

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── (連結貸借対照表関係） 

１．「未収入金」は、前連結会計年度においては、流動資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計

年度において資産の総額の100分の１を超えたため区分掲

記しました。

　なお、前連結会計年度の「未収入金」は595百万円であり

ます。 

────── ２．財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前

連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記されて

いたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品

及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞれ

1,795百万円、424百万円、1,532百万円であります。 

 (連結損益計算書関係） 

　「受取配当金」は、前連結会計年度においては、営業外収

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記いたしました。

　なお、前連結会計年度の「受取配当金」の金額は、24百万

円であります。　　　　　　　　

──────

────── （連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において「有形固定資産等の取得による

支出」として掲記されていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸ

ＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較可能性を向上するた

め、当連結会計年度より「有形及び無形固定資産の取得に

よる支出」「長期前払費用の取得による支出」に区分掲記

しております。

　なお、前連結会計年度に含まれる「有形及び無形固定資産

の取得による支出」「長期前払費用の取得による支出」は

それぞれ1,820百万円、533百万円であります。 
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）
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前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

株式（その他） 163百万円

出資金（その他） 14百万円

株式（その他） 163百万円

出資金（その他） 14百万円

　２．債務保証

従業員の金融機関からの住宅資金借入金の一部53

百万円について債務保証を行っております。

　２．債務保証

従業員の金融機関からの住宅資金借入金の一部68

百万円について債務保証を行っております。

 ※３．財務制限条項

 (1)　社債

　社債のうち、2,000百万円には財務制限条項がついて

おり、下記財務制限条項３つのうち２つに抵触した場

合、借入先の要求に基づき、社債を分割償還することが

あります。当該条項は以下のとおりであります。

 ※３．財務制限条項

 (1)　社債

　同左

（条項）

 （イ）貸借対照表において、自己資本比率が12.5％未満に

ならないこと。

 

 （ロ）損益計算書における営業損益および経常損益の額

が、両方とも同時にマイナスとならないこと。

 

 （ハ）有利子負債償還年数が０年以上９年以下を維持する

こと。年数の計算式は以下のとおりとする。

 

 有利子負債償還年数＝

（総有利子負債－正常運転資金「注１」－余剰現預

金「注２」)「注３」÷(税引後当期利益＋減価償却

費－社外流出「注４」)

 

 注１　正常運転資金＝売掛金＋受取手形(割引手形を除く)

＋たな卸資産－買掛金－支払手形(設備支払手形を

除く)ただし、正常運転資金<０の場合は、正常運転資

金＝０とする。

 

 注２　余剰現預金＝現預金－月商１か月分　ただし、月商１

か月＞現預金の場合は余剰現預金＝０とする。
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前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

 注３　総有利子負債－正常運転資金－余剰現預金＜０の場

合は０とする。

 

 注４　社外流出＝役員賞与＋支払配当金

なお、当連結会計年度末におきましては、有利子負

債償還年数は０年であります。

 

 (2)　短期借入金

  短期借入金には財務維持条項がついております。当

該条項は以下のとおりであります。

 (2)　短期借入金

同左

 （条項）

 （イ）単体の損益計算書上の営業損益及び経常損益のいず

れか一方もしくは双方に関して、２期連続して損失

とならないこと。なお、これには当該基準年度の直前

の年度の決算期にかかる単体の営業損益に関して損

失を計上した場合に、当該基準年度の決算期にかか

る単体の経常損益に関して損失を計上すること、及

び当該基準年度の直前の年度の決算期に単体の経常

損益に関して損失を計上した場合に、当該基準年度

の決算期にかかる営業損益に関して損失を計上する

ことは含まれない。

 

 （ロ）連結の損益計算書上の営業損益及び経常損益のいず

れか一方もしくは双方に関して、２期連続して損失

とならないこと。なお、これには当該基準年度の直前

の年度の決算期にかかる連結の営業損益に関して損

失を計上した場合に、当該基準年度の決算期にかか

る連結の経常損益に関して損失を計上すること、及

び当該基準年度の直前の年度の決算期に連結の経常

損益に関して損失を計上した場合に、当該基準年度

の決算期にかかる営業損益に関して損失を計上する

ことは含まれない。

 

 (3)　長期借入金

　長期借入金のうち、5,000百万円には財務維持条項が

ついております。当該条項は以下のとおりであります。

 (3)　長期借入金

　同左

 （条項）

 （イ）単体及び連結の貸借対照表における資本の部の金額

が、直前の年度決算期末における単体及び連結の貸

借対照表における資本の部の金額、または2004年３

月期決算期末における単体及び連結の貸借対照表に

おける資本の部の金額のいずれか高いほうの金額の

75％をそれぞれ下回らないこと。

 

 （ロ）単体及び連結の損益計算書における営業損益が、２

期連続して損失とならないこと。

 

 （ハ）単体及び連結の損益計算書における経常損益が、２

期連続して損失とならないこと。

 

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

　４．コミットメントライン契約

当連結会計年度中に到来した第４回無担保転換社

債（6,856百万円）の償還に伴い、株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行他５行と契約しているコミットメントラ

イン契約のうち、50億円を借入実行いたしました。

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 5,000 

差引額 5,000百万円

　４．コミットメントライン契約

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 5,000 

差引額 5,000百万円
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前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

※５．有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額には減損損失累計額を含めて表示

しております。

※５．有形固定資産の減価償却累計額

同左
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は、770百万円であ

ります。

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は、665百万円であ

ります。

※２．固定資産売却益内訳

土地 0百万円

その他 0 

合計 0百万円

※２．固定資産売却益内訳

土地 506百万円

合計 506百万円

※３．固定資産売却除却損内訳 ※３．固定資産売却除却損内訳

建物及び構築物 88百万円

機械装置及び運搬具 139 

土地 17 

その他 52 

合計 297百万円

建物及び構築物 66百万円

機械装置及び運搬具 179 

その他 55 

合計 301百万円

※４．特別クレーム補償関連費用

　「小形キッチンユニット用電気こんろ」の無償改修

促進に伴う費用であります。なお、内訳は次のとおりで

あります。

特別クレーム補償引当金繰入損 292百万円

特別クレーム補償費 427 

合計 720百万円

※４．　　　　　――――――――――

※５．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。
 場所 用途 種類 減損損失(百万円)

 清田区

（北海道札幌市）
賃貸用資産 土地 154

 犬山市

（愛知県犬山市）
遊休資産 土地 39

 南アルプス市

（山梨県南アルプス市）
賃貸用資産 土地 18

 新潟県

（新潟県新潟市他）
事業用資産 建物他 18

※５．　　　　　――――――――――

  賃貸価格水準及び収益性の下落により、上記資産

グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（230百万円）として特別損失

に計上しました。

 

 （グルーピングの方法）

　当社グループは、資産を用途により事業用資産、賃

貸用資産、遊休資産に分類しております。また、事業

用資産については各社・各支社店等の管理会計上の

区分に基づき、賃貸用資産及び遊休資産は個別物件

単位でグルーピングしております。

 

 （回収可能価額の算定方法）

　清田区賃貸用資産については、使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フローを２％で割り引

いて算定しております。犬山市遊休資産及び南アル

プス市賃貸用資産については鑑定評価額等に基づく

正味売却価額により算定しております。新潟県事業

用資産については回収が困難と見込まれるため、備

忘価額まで減額しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 50,396 － － 50,396

合計 50,396 － － 50,396

自己株式     

普通株式 2,260 25 － 2,285

合計 2,260 25 － 2,285

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加25千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

平成19年６月28日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　　　　　　 168百万円

（ロ）配当の原資　　　　　 　　利益剰余金

（ハ）１株当たり配当額　　　　 3.5円

（ニ）基準日　　　　　　　　平成19年３月31日

（ホ）効力発生日　　　　　　平成19年６月29日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの。

該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 50,396 － － 50,396

合計 50,396 － － 50,396

自己株式     

普通株式 2,285 34 － 2,320

合計 2,285 34 － 2,320

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加34千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの。

平成21年６月26日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　　　　　　 120百万円

（ロ）配当の原資　　　　　 　　利益剰余金

（ハ）１株当たり配当額　　　　 2.5円

（ニ）基準日　　　　　　　　平成21年３月31日

（ホ）効力発生日　　　　　　平成21年６月29日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,975百万円

現金及び現金同等物 6,975百万円

現金及び預金勘定 7,203百万円

現金及び現金同等物 7,203百万円
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（リース取引関係）
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

 工具器具備
品（有形固
定資産「そ
の他」）
(百万円)

 型（有形
固定資産
「その
他」）
(百万円)

 
ソフトウ
エア
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額
相当額

4 445 173 51 675

減価償却
累計額相
当額

3
 

289
 

109
 

38
 

441

期末残高
相当額

0 156 63 12 233

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 156百万円

１年超 165百万円

合計 322百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 199百万円

減価償却費相当額 185百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を10

パーセントとする定率法によって算定し、これに９分

の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法

を採用しております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

１．ファイナンス・リース取引(借主側)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

(ア)有形固定資産

生産設備(機械及び運搬具、型) であります。

(イ)無形固定資産 

ソフトウエアであります。

　②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりであ

ります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

 工具器具備
品（有形固
定資産「そ
の他」）
(百万円)

 型（有形
固定資産
「その
他」）
(百万円)

 
ソフトウ
エア
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額
相当額

4 307 79 3 394

減価償却
累計額相
当額

4
 

222
 

58
 

3
 

289

期末残高
相当額

0 84 20 0 105

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 101百万円

１年超 75百万円

合計 176百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

 支払リース料 159百万円

減価償却費相当額 141百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

　主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を10

パーセントとする定率法によって算定し、これに９分

の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法

を採用しております。

 　  （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（有価証券関係）

前連結会計年度（平成20年３月31日現在）
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１　その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計
上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

(1）株式 516 648 131

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 516 648 131

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

(1）株式 451 356 △95

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 451 356 △95

合計 968 1,004 36

　（注）　連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないものの取得原価は減損処理後の金額を記載しております。なお、当

該有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復性がないものと

して一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復性の判定を行い、減損処理の

要否を決定しております。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。

３　時価評価されていない主な有価証券の内容
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 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1）子会社株式  

（投資その他の資産「その他」に含む） 163

(2）その他  

非上場株式 270

当連結会計年度（平成21年３月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計
上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

(1）株式 108 169 60

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 108 169 60

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

(1）株式 814 653 △161

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 814 653 △161

合計 923 822 △100

　（注）　連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないものの取得原価は減損処理後の金額を記載しております。なお、当

該有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復性がないものと

して一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復性の判定を行い、減損処理の

要否を決定しております。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

0 0 0

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1）子会社株式  

（投資その他の資産「その他」に含む） 163

(2）その他  

非上場株式 270
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引の内容 (1）取引の内容

　当社グループは、通貨関連では為替予約取引及び通貨オ

プション取引、金利関連では金利スワップ取引を利用し

ております。

同左

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針

　当社グループは、投資目的やトレーディング目的でデリ

バティブ取引は行わない方針であります。

同左

(3）取引の利用目的 (3）取引の利用目的

　当社グループの為替先物予約取引及び通貨オプション

取引は、原材料輸入による外貨建債務の決済時における

為替変動リスクをヘッジしたものであります。金利ス

ワップ取引は、借入金の金利変動リスクを回避する目的

で利用しております。なお、当該デリバティブ取引につい

ては、ヘッジ会計を適用しております。ヘッジ会計の方法

等については連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項「重要なヘッジ会計の方法」に記載のとおりであ

ります。

同左

(4）取引に係るリスクの内容 (4）取引に係るリスクの内容

　当社グループの行っている通貨デリバティブ取引にお

ける為替先物予約取引及び通貨オプション取引は、為替

相場の変動によるリスクを有しております。また、金利ス

ワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有しており

ます。

　当社グループのデリバティブ取引の契約先は、いずれも

信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクはほとんどないと判断して

おります。

同左

(5）取引に係るリスクの管理体制 (5）取引に係るリスクの管理体制

　当社グループは、ヘッジ目的で実施する場合には社内手

続に則って執行しております。

同左

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社グループは為替予約取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用

しているため、取引の時価等に関する事項は開示の対象から除いております。なお、当社以外の連結子会社では、

デリバティブ取引は一切行っておりません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　当社グループは為替予約取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用

しているため、取引の時価等に関する事項は開示の対象から除いております。なお、当社以外の連結子会社では、

デリバティブ取引は一切行っておりません。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金を設けております。

 

２　退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

イ．退職給付債務（百万円） △14,192 △13,462

ロ．年金資産（百万円） 4,745 4,294

ハ．退職給付引当金（百万円） 6,651 6,651

差引（イ＋ロ＋ハ）（百万円） △2,796 △2,517

（差引分内訳）   

ニ．未認識数理計算上の差異（百万円） △2,814 △2,517

ホ．未認識過去勤務債務（百万円） 17 －

（ニ＋ホ）（百万円） △2,796 △2,517

３　退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）勤務費用（百万円） 673 730

(2）利息費用（百万円） 345 283

(3）期待運用収益（百万円） △173 △165

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 197 270

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △215 △17

退職給付費用（百万円） 826 1,100
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(2）割引率（％） 2.0 2.0

 

（当連結会計年度より割引

率を2.0％に変更しておりま

す。）

――――――

(3）期待運用収益率（％） 3.5 3.5

   

(4）数理計算上の差異の処理年数（年） 14 14

   

 

（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしております。）

（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしております。）

(5）過去勤務債務の処理年数（年） 3 3

 

（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、発生

した連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。）

（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、発生

した連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。）

（ストック・オプション等関係）

 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 158百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,696 

賞与引当金損金算入限度超過額 399 

減損損失 423 

展示品償却超過額 248 

税務上欠損金 758 

製品保証引当金損金算入限度超過額 243 

その他 354 

繰延税金資産小計 5,282百万円

評価性引当額 △3,056 

繰延税金資産合計 2,226百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 53百万円

繰延ヘッジ損益 3百万円

繰延税金負債合計 56百万円

繰延税金資産の純額 2,169百万円

（繰延税金資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 181百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,705 

賞与引当金損金算入限度超過額 249 

減損損失 405 

展示品償却超過額 220 

税務上欠損金 611 

製品保証引当金損金算入限度超過額 230 

繰延ヘッジ損益 96 

その他 274 

繰延税金資産小計 4,974百万円

評価性引当額 △2,979 

繰延税金資産合計 1,995百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 24百万円

繰延税金負債合計 24百万円

繰延税金資産の純額 1,970百万円

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 603百万円

固定資産－繰延税金資産 1,565百万円

流動資産－繰延税金資産 465百万円

固定資産－繰延税金資産 1,504百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失が計上されているため、記

載を省略しております。

法定実効税率 40.7 ％ 

(調整)       

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
6.6  

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△0.4  

住民税均等割等 10.6  

評価性引当額の増減 △9.0  

その他 △1.1  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.4  
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

共通支配下の取引等

(１)結合当事企業の名称及びその事業内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称、取引の目的を含む取

引の概要

①結合当事企業の名称

サンウエーブメンテナンス株式会社（事業譲受会社）

サンウエーブレクア株式会社（事業譲渡会社）

②対象となった事業内容

当社製商品のメンテナンス、部品販売

③企業結合の法的形式

事業譲渡

④結合後企業の名称

サンウエーブメンテナンス株式会社

⑤取引の目的を含む取引の概要

当社製商品に関するアフターサービス、メンテナンス業務のサービス水準を向上させることを目的

として平成19年12月１日に事業譲渡を行っております。

(２)実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日）に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業損益の合計額及び資産の合計額に占める住宅設備関連事業の割合が、い

ずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業損益の合計額及び資産の合計額に占める住宅設備関連事業の割合が、い

ずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 66/115



【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　親会社及び法人主要株主等

　　該当事項はありません。

２　役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の兼

任等
事業上の関
係

役員 増原憲一 － －
当社取
締役副
社長

(被所有)
直接　 0.0

－ －
当社製
品の購
入

2 － －

役員 榎本正次 － －
当社専
務取締
役

(被所有)
直接　 0.0

－ －
当社製
品の購
入

4 － －

（注）１．取引金額には、消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

取引価格は、他の取引先と同一の基準により決定しており、支払条件についても一般と同様であり

ます。

３　子会社等

　　該当事項はありません。

４　兄弟会社等

　　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17

日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10

月17日）を適用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１．関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 668.45円

１株当たり当期純損失金額 63.78円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 674.60円

１株当たり当期純利益金額 11.05円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額（△）
  

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
△3,068 531

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
△3,068 531

普通株式の期中平均株式数（株） 48,121,078 48,093,946

   

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

（うち支払利息 (税額相当額控除後)） － －

（うち事務手数料等 (税額相当額控除

後)）
－ －

普通株式増加数（株） － －

（うち転換社債） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

―――――― ――――――

　

（重要な後発事象）
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── 　（業務・資本提携契約の締結） 

当社は、平成21年４月30日開催の当社取締役会において、

株式会社住生活グループ（以下「住生活グループ」とい

う。）との業務・資本提携、並びに同社を割当先とした第三

者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を行うこと

を決議し、同日、基本合意書を締結いたしました。

なお、当該合意書の趣旨に基づき、平成21年６月８日に業

務・資本提携契約書を締結しております。 

また、当該契約に基づく新株式の発行及び自己株式の処

分につきましては、平成21年６月19日に払込が完了してお

ります。 

業務・資本提携契約書の内容並びに第三者割当による新

株式の発行及び自己株式の処分の概要については下記のと

おりであります。 

Ⅰ．業務・資本提携契約書の内容

１．業務・資本提携の目的

当事会社双方がブランドの独自性を維持しつつ最

大限のシナジーを実現することを目的として、本業務

・資本提携を行うものであります。

２．業務提携の概要

(1)　商品開発

(2)　資材調達

(3)　生産・物流・アフターサービスにおける協力 

(4)　業務提携を実効的ならしめるため、当社は、住生

活グループが指名する者各1名を当社の社外取

締役・社外監査役に選任いたしました。

３．資本提携 

本業務提携による相乗効果を迅速かつ効率的に実

現し、その実効性を担保するため、当社は平成21年６

月19日に住生活グループに対して第三者割当の方法

による普通株式12,150,000株の新規発行及び当社が

保有する自己株式2,300,000株の処分を行い、住生活

グループはこれを引き受けました。

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 Ⅱ．第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分の

概要 

１．新株式発行概要

①発行新株式数       普通株式　12,150,000株

②発行価額           １株につき　143円

③発行価額の総額     1,737,450,000円

④資本組入額         １株につき　57.564円

⑤新株式交付日       平成21年６月19日

⑥申込期日           平成21年６月18日

⑦払込期日           平成21年６月19日

⑧割当先及び株式数   住生活グループ 

12,150,000株

⑨保有に関する事項   払込期日から２年間におい

て、割当新株式の全部又は

一部を譲渡した場合には、

その内容を当社に書面にて

報告する旨の確約書を受領

いたしました。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ２．自己株式の処分の概要

①処分株式数         普通株式　 2,300,000株

②処分価額           １株につき　143円

③処分価額の総額     328,900,000円

④申込期日           平成21年６月18日

⑤払込期日           平成21年６月19日 

 

Ⅲ．その他

今回の業務・資本提携の協議を進めていった中で、

筆頭株主の日新製鋼株式会社は、その所有する当社株

式の一部を株式会社住生活グループに譲渡すること

に合意いたしました。

その結果、筆頭株主が異動いたしました。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率 担保 償還期限

サンウエーブ工業(株)
第４回無担保社債

　※１

平成15年

９月26日

80

(80)

－

－
年0.88％ なし

平成20年

９月26日

 
第５回無担保社債

　※２

平成16年

６月30日

375

(250)

125

(125)
年0.97％ なし

平成21年

６月30日

 
第６回無担保社債

　※３

平成16年

６月30日
500

500

(500) 
年1.32％ なし

平成21年

６月30日

 
第７回無担保社債

　※４

平成16年

６月30日
1,000 1,000年0.90％ なし

平成26年

６月30日

 
第８回無担保社債

　※５

平成16年

６月30日
1,000 1,000年2.05％ なし

平成26年

６月30日

合計 － －
2,955

(330)

2,625

(625)
－ － －

　（注）１．( )内書は、１年内償還予定の金額であります。

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

625 － － － －

３．社債の条件等については次のとおりであります。

※１　第４回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成18年３月26日を第１回目として毎年３月26日及び９月26日の２回に各々６千４百万円を償

還し、平成20年９月26日に残額全部を償還する。

※２　第５回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成17年12月31日を第１回目として毎年６月末日及び12月末日の２回に各々１億２千５百万円

を償還し、平成21年６月30日に残額全部を償還する。

※３　第６回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成21年６月30日に全部を償還する。

※４　第７回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成26年６月30日に全部を償還する。

なお、利率につきましては変動となっております。

※５　第８回無担保社債

発行価額　　額面100円につき金100円

償還価額　　額面100円につき金100円

償還期限及び方法

　平成26年６月30日に全部を償還する。 
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,000 5,000 1.44 －

１年以内に返済予定の長期借入金 352 5,248 1.91平成22年３月31日

１年以内に返済予定のリース債務 － 155 － －

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) 5,248 － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。) － 231 －
平成23年４月30日～

平成25年５月31日

その他有利子負債 － － － －

合計 10,600 10,635 － －

　（注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相　　

当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載を省略しております。 

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額は以下のとおりであります。

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

155 56 18 2

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（百万円） 20,816　 24,387 24,855 21,695　　

税金等調整前四半期純利益

金額又は税金等調整前四半

期純損失金額（△）（百万

円）

△120　 626　　 713　　 △208　

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）（百万

円）

△69 336　 414　 △150　

１株当たり四半期純利益金

額（円）又は１株当たり四

半期純損失金額（△）

△1.44　 7.00　 8.61 △3.12　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,718 6,112

受取手形 13,316 13,195

売掛金 10,777 9,188

商品 567 －

製品 1,120 －

商品及び製品 － 1,249

半製品 28 －

仕掛品 424 315

原材料 658 －

貯蔵品 870 －

原材料及び貯蔵品 － 1,915

前渡金 241 380

前払費用 143 142

繰延税金資産 557 429

未収入金 602 3,610

未収還付法人税等 27 －

その他 227 99

貸倒引当金 △5 △15

流動資産合計 35,276 36,623

固定資産

有形固定資産

建物 17,080 17,072

減価償却累計額 ※5
 △10,489

※5
 △10,841

建物（純額） 6,590 6,230

構築物 2,443 2,398

減価償却累計額 ※5
 △1,815

※5
 △1,832

構築物（純額） 628 565

機械及び装置 14,016 12,926

減価償却累計額 △10,857 △10,256

機械及び装置（純額） 3,159 2,669

車両運搬具 248 240

減価償却累計額 △231 △229

車両運搬具（純額） 17 11

工具、器具及び備品 1,410 1,402

減価償却累計額 ※5
 △1,191

※5
 △1,218

工具、器具及び備品（純額） 218 183

型 1,939 1,992

減価償却累計額 △1,832 △1,899
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

型（純額） 106 93

土地 12,638 10,096

リース資産 － 460

減価償却累計額 － △109

リース資産（純額） － 351

建設仮勘定 76 13

有形固定資産合計 23,436 20,216

無形固定資産

特許権 3 2

ソフトウエア 1,288 1,053

電話加入権 63 63

その他 18 78

無形固定資産合計 1,375 1,198

投資その他の資産

投資有価証券 1,275 1,093

関係会社株式 992 992

出資金 4 4

関係会社出資金 14 14

長期貸付金 647 579

従業員に対する長期貸付金 2 3

破産更生債権等 29 51

長期前払費用 1,307 1,081

繰延税金資産 1,427 1,369

敷金 1,510 1,481

差入保証金 128 125

その他 393 445

貸倒引当金 △396 △459

投資その他の資産合計 7,336 6,782

固定資産合計 32,149 28,197

資産合計 67,425 64,820
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 239 98

買掛金 9,457 8,380

短期借入金 ※2
 5,000

※2
 5,000

1年内償還予定の社債 330 625

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 352

※2
 5,248

リース債務 － 151

未払金 404 118

未払費用 ※4
 3,151

※4
 2,622

未払法人税等 113 170

未払消費税等 175 273

前受金 35 47

預り金 63 58

前受収益 2 0

預り保証金 76 83

賞与引当金 880 522

特別クレーム補償引当金 292 142

その他 311 273

流動負債合計 20,886 23,815

固定負債

社債 ※2
 2,625

※2
 2,000

長期借入金 ※2
 5,248

※2
 －

リース債務 － 218

退職給付引当金 6,308 6,305

役員退職慰労引当金 3 3

製品保証引当金 598 565

その他 32 －

固定負債合計 14,815 9,092

負債合計 35,701 32,907
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 13,852 13,852

資本剰余金

資本準備金 12,352 12,352

その他資本剰余金 112 112

資本剰余金合計 12,464 12,464

利益剰余金

利益準備金 1,004 1,004

その他利益剰余金

別途積立金 7,000 －

繰越利益剰余金 △1,917 5,531

利益剰余金合計 6,087 6,536

自己株式 △668 △673

株主資本合計 31,736 32,179

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △17 △125

繰延ヘッジ損益 5 △140

評価・換算差額等合計 △12 △265

純資産合計 31,724 31,913

負債純資産合計 67,425 64,820
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

製品売上高 61,082 56,107

商品売上高 28,081 27,017

売上高合計 89,163 83,125

売上原価

製品期首たな卸高 1,313 1,120

当期製品製造原価 43,753 39,019

合計 45,066 40,139

製品他勘定振替高 ※2
 136

※2
 405

製品期末たな卸高 1,120 836

製品売上原価 ※10
 43,810

※10
 38,897

商品期首たな卸高 481 567

当期商品仕入高 19,561 18,462

合計 20,042 19,029

商品他勘定振替高 ※3
 96

※3
 138

商品期末たな卸高 567 380

商品売上原価 19,378 18,510

売上原価合計 63,189 57,408

売上総利益 25,974 25,716

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 3,568 3,384

倉庫費 810 727

業務委託手数料 1,998 1,832

広告宣伝費 1,271 1,381

貸倒引当金繰入額 3 33

給与手当 7,140 6,757

賞与金 1,134 851

賞与引当金繰入額 682 398

退職給付費用 624 824

福利厚生費 1,590 1,466

地代家賃 1,705 1,617

減価償却費 1,426 1,433

研究費 ※4
 121

※4
 81

その他 ※4
 4,692

※4
 4,132

販売費及び一般管理費合計 26,771 24,923

営業利益又は営業損失（△） △796 793
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業外収益

受取利息 10 8

受取配当金 268 93

賃貸料 ※1
 147

※1
 138

仕入割引 89 67

信託受益権償還益 77 65

雑収入 106 83

営業外収益合計 699 457

営業外費用

支払利息 166 190

支払手数料 62 34

社債利息 89 70

売上割引 142 134

雑損失 107 62

営業外費用合計 568 493

経常利益又は経常損失（△） △665 757

特別利益

固定資産売却益 ※5
 0

※5
 506

貸倒引当金戻入額 45 －

特別利益合計 45 506

特別損失

固定資産売却損 ※6
 47

※6
 －

固定資産除却損 ※7
 249

※7
 301

投資有価証券評価損 38 51

子会社出資金評価損 45 －

過年度製品保証引当金繰入損 505 －

特別クレーム補償関連費用 ※8
 720

※8
 －

貸倒引当金繰入額 6 40

ゴルフ会員権評価損 － 5

減損損失 ※9
 230

※9
 －

特別損失合計 1,842 398

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △2,463 865

法人税、住民税及び事業税 93 102

法人税等調整額 448 315

法人税等合計 541 417

当期純利益又は当期純損失（△） △3,005 448
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  21,757 49.3 19,614 49.9

Ⅱ　労務費  4,029 9.1 3,970 10.1

Ⅲ　経費 ※１ 18,378 41.6 15,692 40.0

当期総製造費用  44,166100 39,277100

期首仕掛品・半製品棚卸高  287 452 

合計  44,453 39,729 

他勘定振替高 ※２ 245 362 

期末仕掛品・半製品棚卸高  452 347 

当期製品製造原価  43,753 39,019 

      

○原価計算の方法 ○原価計算の方法

標準原価に基づく総合原価計算を採用しており

ますが、各月次で発生した原価差額は期末で調整

計算を行い、売上原価及びたな卸資産等を実際原

価に修正しております。

同左

（注）※1.経費の主な内訳は次のとおりであります。 （注）※1.経費の主な内訳は次のとおりであります。

項目 当事業年度（百万円）

外注加工費 15,180

減価償却費 834

項目 当事業年度（百万円）

外注加工費 12,649

減価償却費 873

※2.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※2.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目 当事業年度（百万円）

貯蔵品 109

未収入金 30

有形固定資産ほか 105

計 245

項目 当事業年度（百万円）

貯蔵品 220

未収入金 40

有形固定資産ほか 101

計 362
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 13,852 13,852

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,852 13,852

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 12,352 12,352

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,352 12,352

その他資本剰余金

前期末残高 112 112

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 112 112

資本剰余金合計

前期末残高 12,464 12,464

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,464 12,464

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,004 1,004

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,004 1,004

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 7,000 7,000

当期変動額

別途積立金の取崩 △7,000

当期変動額合計 － △7,000

当期末残高 7,000 －

繰越利益剰余金

前期末残高 1,256 △1,917

当期変動額

別途積立金の取崩 － 7,000

剰余金の配当 △168 －

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

 81/115



(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △3,005 448

当期変動額合計 △3,173 7,448

当期末残高 △1,917 5,531

利益剰余金合計

前期末残高 9,261 6,087

当期変動額

剰余金の配当 △168 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,005 448

当期変動額合計 △3,173 448

当期末残高 6,087 6,536

自己株式

前期末残高 △662 △668

当期変動額

自己株式の取得 △6 △5

当期変動額合計 △6 △5

当期末残高 △668 △673

株主資本合計

前期末残高 34,916 31,736

当期変動額

剰余金の配当 △168 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,005 448

自己株式の取得 △6 △5

当期変動額合計 △3,180 443

当期末残高 31,736 32,179

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 475 △17

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△492 △107

当期変動額合計 △492 △107

当期末残高 △17 △125

繰延ヘッジ損益

前期末残高 98 5

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△93 △146

当期変動額合計 △93 △146

当期末残高 5 △140

評価・換算差額等合計

前期末残高 574 △12
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△586 △253

当期変動額合計 △586 △253

当期末残高 △12 △265

純資産合計

前期末残高 35,490 31,724

当期変動額

剰余金の配当 △168 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,005 448

自己株式の取得 △6 △5

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △586 △253

当期変動額合計 △3,766 189

当期末残高 31,724 31,913
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【重要な会計方針】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

　総平均法による原価法

子会社株式

同左

その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のあるもの

同左

時価のないもの

　総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブ ２．デリバティブ

　時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　商品、製品、半製品、原材料、仕掛品、貯蔵品について、総

平均法による原価法によっております。 

評価基準は総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっております。　 

 

（会計方針の変更） 

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ11百万円減少しております。

４．固定資産の減価償却の方法 ４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産（リース資産を除く）

　建物、機械及び装置は定額法、それ以外については

定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　3～50年

構築物　　　　　　　3～50年

機械及び装置　　　　4～13年

工具器具備品　　　　4～7 年

　建物、機械装置は定額法、それ以外については定率

法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　3～50年

構築物　　　　　　　3～50年

機械及び装置　　　　4～11年

工具器具備品　　　　4～7 年 

(会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律

　平成19年３月30日　法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令第

83号))に伴い、平成19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。

　当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

──────
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(追加情報)

　なお、平成19年３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっております。

　この変更に伴い、前事業年度と同一の方法によった

場合と比べ、営業損失、経常損失、税引前当期純損失が

130百万円それぞれ増加しております。 

 

　　　　　　　　────── (追加情報)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社の機械装置については、従来、耐用年数を４～13

年としておりましたが当事業年度より４～11年に変

更しました。

　この変更は平成20年度の税制改正を契機に耐用年数

について資産の利用状況等を見直した結果に伴うも

のであります。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ33百万円減少しております。 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

同左 

 (3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして

算定する方法によっております。

　平成20年３月31日以前に契約をした、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 

(3）長期前払費用 (4）長期前払費用

　均等償却によっております。 同左

５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は

貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権等は

財務内容評価法によっております。

同左

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充当するため、支給見込額に

基づく当期費用負担額を計上しております。

同左 
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(3) 特別クレーム補償引当金

　当社で実施する「小形キッチンユニット用電気こ

んろ」の無償改修促進の強化策実施に伴う将来の費

用負担見積額を特別クレーム補償引当金として計上

しております。

(3) 特別クレーム補償引当金

同左

(4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しております。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額

法により按分した額を発生した事業年度から費用処

理しております。

同左

(5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充当するため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

同左

(6) 製品保証引当金

　製品の修理費用の支出に備えるため、過去の実績率

を基礎に将来の費用負担見込額を計上しておりま

す。

(6) 製品保証引当金

同左

(会計方針の変更)

　製品の修理費用につきましては、従来支出時の費用

として売上原価、販売費及び一般管理費、および営業

外費用に計上しておりましたが、当事業年度より過

去の売上高に対する支出割合に基づき算出した見積

額を販売時の売上原価として計上する方法に変更

し、その当該金額を製品保証引当金として計上して

おります。この変更は過年度に起因する修理費用の

発生額の重要性が高まったため、財務の健全性を高

め、期間損益計算の適正化を図る見地から実施した

ものであります。

──────
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　この変更に伴い、前事業年度と同一の方法によった

場合と比べ、営業損失が177百万円、経常損失が92百

万円、税引前当期純損失が598百万円それぞれ増加し

ております。

 

６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

                    ──────

７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法

(ア）ヘッジ会計の方法 (ア）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変

動リスクのヘッジについて振当て処理の要件を満た

している場合には振当て処理を、金利スワップにつ

いては特例処理の条件を満たしている場合には特例

処理を採用しております。

同左

(イ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (イ）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約取引、通貨オプション取引、

金利スワップ取引、外貨建預金

ヘッジ対象　外貨建輸入取引、借入金の利息

 
 
同左

(ウ）ヘッジ方針 (ウ）ヘッジ方針

　「社内手続」に則り、外貨建債務の決済時における

為替変動リスクおよび借入金の金利変動リスクを

ヘッジしております。

同左

(エ）ヘッジ有効性評価の方法 (エ）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。ただし、特例処理によっている金利スワップ

取引については有効性の評価を省略しております。

同左

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 ８．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

同左
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【会計処理の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── （リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及びリース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改））を適用しており

ます。

　なお、平成20年３月31日以前に契約を行ったリース契約

につきましては、通常の賃貸借処理に準じた方法によって

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（賃貸料取引に関する処理の変更）

　当社グループ内の転貸物件の賃貸料につきましては、従

来支出時の費用として販売費及び一般管理費、収入時に営

業外収益として処理しておりましたが、当事業年度より支

出時の費用として販売費及び一般管理費、収入時に販売費

及び一般管理費の戻しとして計上する方法に変更してお

ります。　　

　この変更は、金額的重要性が高まったことに伴い期間損

益計算を適正にする観点から実施したものであります。

　なお、この変更に伴い前事業年度と同一の方法によった

場合と比べ、営業利益が46百万円増加しておりますが、経

常利益、税引前当期純利益については影響ありません。 

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── 　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年

８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事

業年度において、「たな卸資産」として掲記されていたも

のは、当事業年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞ

れ1,715百万円、424百万円、1,528百万円であります。
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　【注記事項】

（貸借対照表関係）
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前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

　１．債務保証

従業員の金融機関からの住宅資金借入金の一部53

百万円について債務保証を行っております。

　１．債務保証

従業員の金融機関からの住宅資金借入金の一部68

百万円について債務保証を行っております。

 ※２．財務制限条項

 (1)　社債

社債のうち、2,000百万円には財務制限条項がつい

ており、下記財務制限条項３つのうち２つに抵触し

た場合、借入先の要求に基づき、社債を分割償還する

ことがあります。当該条項は以下のとおりでありま

す。

 ※２．財務制限条項

 (1)　社債

　同左

 （条項）

 （イ）貸借対照表において、自己資本比率が12.5％未満に

ならないこと。

 

 （ロ）損益計算書における営業損益および経常損益の額

が、両方とも同時にマイナスとならないこと。

 

 （ハ）有利子負債償還年数が０年以上９年以下を維持する

こと。年数の計算式は以下のとおりとする。

 

 有利子負債償還年数＝

（総有利子負債－正常運転資金「注１」－余剰現預

金「注２」)「注３」÷(税引後当期利益＋減価償却

費－社外流出「注４」)

 

 注１　正常運転資金＝売掛金＋受取手形(割引手形を除く)

＋たな卸資産－買掛金－支払手形(設備支払手形を

除く)ただし、正常運転資金<０の場合は、正常運転資

金＝０とする。

 

 注２　余剰現預金＝現預金－月商１か月分　ただし、月商１

か月＞現預金の場合は余剰現預金＝０とする。

 

 注３　総有利子負債－正常運転資金－余剰現預金＜０の場

合は０とする。

 

 注４　社外流出＝役員賞与＋支払配当金

　なお、当事業年度末におきましては、有利子負債償還

年数は０年であります。
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前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

 (2)　短期借入金

  短期借入金には財務維持条項がついております。当

該条項は以下のとおりであります。

 (2)　短期借入金

同左

 （条項）

 （イ）単体の損益計算書上の営業損益及び経常損益のいず

れか一方もしくは双方に関して、２期連続して損失

とならないこと。なお、これには当該基準年度の直前

の年度の決算期にかかる単体の営業損益に関して損

失を計上した場合に、当該基準年度の決算期にかか

る単体の経常損益に関して損失を計上すること、及

び当該基準年度の直前の年度の決算期に単体の経常

損益に関して損失を計上した場合に、当該基準年度

の決算期にかかる営業損益に関して損失を計上する

ことは含まれない。

 

 （ロ）連結の損益計算書上の営業損益及び経常損益のいず

れか一方もしくは双方に関して、２期連続して損失

とならないこと。なお、これには当該基準年度の直前

の年度の決算期にかかる連結の営業損益に関して損

失を計上した場合に、当該基準年度の決算期にかか

る連結の経常損益に関して損失を計上すること、及

び当該基準年度の直前の年度の決算期に連結の経常

損益に関して損失を計上した場合に、当該基準年度

の決算期にかかる営業損益に関して損失を計上する

ことは含まれない。

 

 (3)　長期借入金

  長期借入金のうち、5,000百万円には財務維持条項が

ついております。当該条項は以下のとおりであります。

 (3)　長期借入金

同左

 （条項）

 （イ）単体及び連結の貸借対照表における資本の部の金額

が、直前の年度決算期末における単体及び連結の貸

借対照表における資本の部の金額、または2004年３

月期決算期末における単体及び連結の貸借対照表に

おける資本の部の金額のいずれか高いほうの金額の

75％をそれぞれ下回らないこと。

 

 （ロ）単体及び連結の損益計算書における営業損益が、２

期連続して損失とならないこと。

 

 （ハ）単体及び連結の損益計算書における経常損益が、２

期連続して損失とならないこと。

 

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

　３．コミットメントライン契約

当事業年度中に到来した第４回無担保転換社債

（6,856百万円）の償還に伴い、株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行他５行と契約しているコミットメントライ

ン契約のうち、50億円を借入実行いたしました。

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 5,000 

差引額 5,000百万円

　３．コミットメントライン契約

特定融資枠契約の総額 10,000百万円

借入実行残高 5,000 

差引額 5,000百万円

※４．関係会社に係るものが次のとおり含まれておりま

す。

※４．関係会社に係るものが次のとおり含まれておりま

す。

未払費用 1,162百万円 未払費用 1,032百万円

※５．有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額には減損損失累計額を含めて表示

しております。

※５．有形固定資産の減価償却累計額

同左
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（損益計算書関係）
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．関係会社に係るものが次のとおり含まれておりま

す。

※１．関係会社に係るものが次のとおり含まれておりま

す。

賃貸料 87百万円 賃貸料 64百万円

※２．製品の他勘定振替高内訳 ※２．製品の他勘定振替高内訳

貯蔵品 180百万円

販売費 25 

廃却損ほか △69 

合計 136百万円

貯蔵品 414百万円

販売費 28 

廃却損ほか △36 

合計 405百万円

※３．商品の他勘定振替高内訳 ※３．商品の他勘定振替高内訳

販売費 7百万円

貯蔵品 12 

その他 75 

合計 96百万円

販売費 12百万円

貯蔵品 259 

その他 △134 

合計 138百万円

※４．一般管理費に含まれる研究開発費は、770百万円であ

ります。

※４．一般管理費に含まれる研究開発費は、665百万円であ

ります。
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ※５．固定資産売却益内訳

土地 0百万円

工具器具備品 0 

合計 0百万円

 ※５．固定資産売却益内訳

土地 506百万円

合計 506百万円

※６．固定資産売却損内訳 ※６．　　　　　　　──────

土地 17百万円

建物ほか 30 

合計 47百万円

 

※７．固定資産除却損内訳 ※７．固定資産除却損内訳

建物 58百万円

構築物 0 

機械及び装置 138 

工具器具備品 7 

型 27 

その他 17 

合計 249百万円

建物 48百万円

構築物 17 

機械及び装置 178 

工具器具備品 7 

型 45 

その他 3 

合計 301百万円

※８．特別クレーム補償関連費用

　「小形キッチンユニット用電気こんろ」の無償改修

促進に伴う費用であります。なお、内訳は次のとおりで

あります。

特別クレーム補償引当金繰入損 292百万円

特別クレーム補償費 427 

合計 720百万円

※８．　　　　　　　──────

※９．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。
 場所 用途 種類 減損損失(百万円)

 清田区

（北海道札幌市）
賃貸用資産 土地 154

 犬山市

（愛知県犬山市）
遊休資産 土地 39

 南アルプス市

（山梨県南アルプス市）
賃貸用資産 土地 18

 新潟県

（新潟県新潟市他）
事業用資産 建物他 18

 

※９．　　　　　　　──────

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

  賃貸価格水準及び収益性の下落により、上記資産

グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（230百万円）として特別損失

に計上しました。

 

 （グルーピングの方法）

　当社は、資産を用途により事業用資産、賃貸用資産、

遊休資産に分類しております。また、事業用資産につ

いては各支社店等の管理会計上の区分に基づき、賃

貸用資産及び遊休資産は個別物件単位でグルーピン

グしております。
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 （回収可能価額の算定方法）

　清田区賃貸用資産については、使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フローを２％で割り引

いて算定しております。犬山市遊休資産及び南アル

プス市賃貸用資産については鑑定評価額等に基づく

正味売却価額により算定しております。新潟県事業

用資産については回収が困難と見込まれるため、備

忘価額まで減額しております。

 

※10．製品売上原価

　製品売上原価には、製品保証引当金繰入額が326百

万円含まれております。

※10．製品売上原価

　製品売上原価には、製品保証引当金繰入額が163百

万円含まれております。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 2,260 25 － 2,285

合計 2,260 25 － 2,285

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加25千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 2,285 34 － 2,320

合計 2,285 34 － 2,320

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加34千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以

外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
車両運搬
具

(百万円)
 
工具器
具備品
(百万円)

 
型

(百万円)

 ソフトウ
エア
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額相
当額

4 370 173 51 600

減価償却累
計額相当額

3 225 109 38 378

期末残高相
当額

0 144 63 12 221

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 141百万円

１年超 155百万円

合計 297百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

支払リース料 183百万円

減価償却費相当額 173百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を10

パーセントとする定率法によって算定し、これに９分

の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法

を採用しております。

 （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

１．ファイナンス・リース取引(借主側)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

(ア)有形固定資産

生産設備(型) であります。

　②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
車両運搬
具

(百万円)
 
工具器
具備品
(百万円)

 
型

(百万円)

 ソフトウ
エア
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額相
当額

4 260 79 3 347

減価償却累
計額相当額

4 187 58 3 254

期末残高相
当額

0 73 20 0 93

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 91百万円

１年超 64百万円

合計 155百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

支払リース料 141百万円

減価償却費相当額 128百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を10

パーセントとする定率法によって算定し、これに９分

の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法

を採用しております。

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

　前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）及び当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年

３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 153百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,567 

賞与引当金損金算入限度超過額 358 

減損損失 423 

展示品償却超過額 248 

税務上欠損金 753 

製品保証引当金損金算入限度超過額 243 

その他 346 

繰延税金資産小計 5,093百万円

評価性引当額 △3,051 

繰延税金資産合計 2,042百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 53百万円

繰延ヘッジ損益 3百万円

繰延税金負債合計 56百万円

繰延税金資産の純額 1,985百万円

（繰延税金資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 180百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,566 

賞与引当金損金算入限度超過額 212 

減損損失 405 

展示品償却超過額 220 

税務上欠損金 610 

製品保証引当金損金算入限度超過額 230 

繰延ヘッジ損益 96 

その他 263 

繰延税金資産小計 4,785百万円

評価性引当額 △2,962 

繰延税金資産合計 1,823百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 24百万円

繰延税金負債合計 24百万円

繰延税金資産の純額 1,798百万円

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

流動資産－繰延税金資産 557百万円

固定資産－繰延税金資産 1,427百万円

流動資産－繰延税金資産 429百万円

固定資産－繰延税金資産 1,369百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

税引前当期純損失が計上されているため、記載を省

略しております。

法定実効税率 40.7 ％ 

(調整)       

交際費等永久に損金に算入されない項

目 
7.2  

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目 
△0.5  

住民税均等割等 11.8  

評価性引当額の増減 △11.0  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.2   
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（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報）

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 659.39円

１株当たり当期純損失金額 62.45円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 663.82円

１株当たり当期純利益金額 9.33円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額(△)
  

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
△3,005 448

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
△3,005 448

普通株式の期中平均株式数（株） 48,121,078 48,093,946

   

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

（うち支払利息(税額相当額控除後)） － －

（うち事務手数料等(税額相当額控除

後)）
－ －

普通株式増加数（株） － －

（うち転換社債） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

―――――― ――――――
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（重要な後発事象）
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── （業務・資本提携契約の締結） 

当社は、平成21年４月30日開催の当社取締役会において、

株式会社住生活グループ（以下「住生活グループ」とい

う。）との業務・資本提携、並びに同社を割当先とした第三

者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を行うこと

を決議し、同日、基本合意書を締結いたしました。

なお、当該合意書の趣旨に基づき、平成21年６月８日に業

務・資本提携契約書を締結しております。

また、当該契約に基づく新株式の発行及び自己株式の処

分につきましては、平成21年６月19日に払込が完了してお

ります。

業務・資本提携契約書の内容並びに第三者割当による新

株式の発行及び自己株式の処分の概要については下記のと

おりであります。 

Ⅰ．業務・資本提携契約書の内容

１．業務・資本提携の目的

当事会社双方がブランドの独自性を維持しつつ最

大限のシナジーを実現することを目的として、本業務

・資本提携を行うものであります。

２．業務提携の概要

(1)　商品開発

(2)　資材調達

(3)　生産・物流・アフターサービスにおける協力 

(4)　業務提携を実効的ならしめるため、当社は、住生

活グループが指名する者各1名を当社の社外取

締役・社外監査役に選任いたしました。

３．資本提携 

本業務提携による相乗効果を迅速かつ効率的に実

現し、その実効性を担保するため、当社は平成21年６

月19日に住生活グループに対して第三者割当の方法

による普通株式12,150,000株の新規発行及び当社が

保有する自己株式2,300,000株の処分を行い、住生活

グループはこれを引き受けました。 

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 Ⅱ．第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分の

概要 

１．新株式発行概要

①発行新株式数       普通株式　12,150,000株

②発行価額           １株につき　143円

③発行価額の総額     1,737,450,000円

④資本組入額         １株につき　57.564円

⑤新株式交付日       平成21年６月19日

⑥申込期日           平成21年６月18日

⑦払込期日           平成21年６月19日

⑧割当先及び株式数   住生活グループ 

12,150,000株

⑨保有に関する事項   払込期日から２年間におい

て、割当新株式の全部又は

一部を譲渡した場合には、

その内容を当社に書面にて

報告する旨の確約書を受領

いたしました。
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

２．自己株式の処分の概要

①処分株式数         普通株式　 2,300,000株

②処分価額           １株につき　143円

③処分価額の総額     328,900,000円

④申込期日           平成21年６月18日

⑤払込期日           平成21年６月19日

 

Ⅲ．その他

今回の業務・資本提携の協議を進めていった中で、

筆頭株主の日新製鋼株式会社は、その所有する当社株

式の一部を株式会社住生活グループに譲渡すること

に合意いたしました。

その結果、筆頭株主が異動いたしました。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

大和ハウス工業(株) 410,210 324

住友林業(株) 203,600 132

(株)穴吹工務店(優先株式) 34,000 102

三洋ホームズ(株) 1,000 100

すてきナイスグループ(株) 423,930 65

(株)みずほフィナンシャルグルー

プ(優先株式)
50,000 50

(株)サンヨーハウジング名古屋 480 34

大阪ガス(株) 100,548 30

ＪＫホールディングス(株) 52,325 30

(株)ＴＯＫＡＩ 81,025 29

その他32銘柄 633,488 193

計 1,990,606 1,093
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 17,080 141 149 17,072 10,841 486 6,230

構築物 2,443 10 55 2,398 1,832 65 565

機械及び装置 14,016 156 1,246 12,926 10,256 495 2,669

車両運搬具 248 － 8 240 229 5 11

工具器具備品 1,410 56 64 1,402 1,218 85 183

型 1,939 55 1 1,992 1,899 68 93

土地 12,638 － 2,541 10,096 － － 10,096

リース資産 － 460 － 460 109 109 351

建設仮勘定 76 468 532 13 － － 13

有形固定資産計 49,854 1,349 4,600 46,603 26,387 1,317 20,216

無形固定資産        

特許権 5 － － 5 2 0 2

ソフトウェア 2,482 239 115 2,605 1,552 474 1,053

電話加入権 63 － 0 63 － － 63

その他 23 64 4 83 5 0 78

無形固定資産計 2,574 303 119 2,758 1,559 475 1,198

長期前払費用 3,062 432 152 3,342 2,261 589 1,081

　（注）１．当期増加額の主なもの

リース資産 本社　　　　金型 152百万円

リース資産 深谷製作所　金型 115百万円

機械及び装置 深谷製作所　生産設備 82百万円 

２．当期減少額の主なもの

土地 犬山　　　　物流センター 2,517百万円 

土地 戸田製作所　駐車場 24百万円 

３．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金（注） 402 113 1 39 474

賞与引当金 880 522 880 － 522

役員退職慰労引当金 3 － － － 3

製品保証引当金 598 163 196 － 565

特別クレーム補償引当金 292 － 150 － 142

　（注）貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

預金の種類  

当座預金 3,206

普通預金 2,804

定期預金 10

外貨預金 82

別段預金 2

預金計 6,106

現金 6

計 6,112

ロ．受取手形

(イ）相手先別内訳
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相手先名 金額（百万円）

ユアサ商事(株) 1,539

三井住商建材(株) 1,528

大和ハウス工業(株) 1,324

ジャパン建材(株) 734

(株)小泉 714

その他 7,353

計 13,195

(ロ）期日別内訳

満期日 金額（百万円）

平成21年４月満期 4,211

５月満期 3,164

６月満期 3,340

７月満期 2,409

８月以降満期 69

計 13,195

ハ．売掛金

相手先名 金額（百万円）

住友林業(株) 1,152

三井住商建材(株) 702

大東建託(株) 550

(株)小泉 267

ジャパン建材(株) 244

その他 6,271

計 9,188

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) + (D)
─────

2
─────
(B)

─────
365

10,777 87,281 88,870 9,188 90.6 42

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。
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ニ．商品及び製品 

 区分 金額（百万円）

 住宅用厨房設備機器　（注）１． 349

商品 住宅用衛生設備機器　（注）２． 31

 業務設備機器　（注）１． 0

 小計 380

 住宅用厨房設備機器　（注）１． 674

製品 住宅用衛生設備機器　（注）２． 101

 業務設備機器　（注）１． 92

 小計 868

 合計 1,249

　（注）１．ガステーブル等

２．洗面化粧台等

ホ．仕掛品

 区分 金額（百万円）

 住宅用厨房設備機器　（注）１ 309

仕掛品 住宅用衛生設備機器　（注）２． 4

 業務設備機器　（注）１． 1

 合計 315

　　（注）１．ガステーブル等

　　　　　２．洗面化粧台等

ヘ．原材料及び貯蔵品

区分 区分 金額（百万円）

 ステンレス 47

 鋼板 41

原材料 木材合板 103

 塗料・接着剤 11

 部品、金具、その他 797

 小計 1,000

貯蔵品 消耗品及び展示品 915

 小計 915

 合計 1,915

　　（注）１．ガステーブル等

　　　　　２．洗面化粧台等
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ト.未収入金 

相手先 金額（百万円）
住友林業㈱ 3,007
その他 602

合計 3,610

②　負債の部

イ．支払手形

(イ）支払先別内訳

相手先名 金額（百万円）

(株)田部井木工所 43

オークス(株) 34

(株)早川製作所 9

静岡アイホー調理機(株) 2

シゲル工業(株) 1

その他 6

計 98

(ロ）期日別内訳

満期日 金額（百万円）

平成21年４月満期 62

５月満期 13

６月満期 10

７月満期 11

８月満期 －

計 98

ロ．買掛金
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相手先名 金額（百万円）

一括支払信託 2,216

リンナイ(株) 945

(株)トッパンコスモ 417

(株)ハーマン 407

パナソニック(株) 373

その他 4,019

計 8,380

ハ．短期借入金

借入先 金額（百万円） 使途 返済期限 担保

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行他５行 5,000 運転資金 平成21年６月23日 なし

計 5,000 － － －

ニ．長期借入金

借入先 金額（百万円） 使途 返済期限 担保

農林中央金庫 112 運転資金 平成21年10月31日 なし 

第一生命保険(相) 100 運転資金 平成21年12月10日 なし 

明治安田生命保険(相) 36 運転資金 平成22年３月31日 なし 

シンジケートローン

（(株)三菱東京UFJ銀行他14行） 
5,000 運転資金  平成22年３月31日 なし

一年以内に返済予定の長期借入金 5,248 － － －

計 － － － －

ホ．退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 12,899

年金資産 △4,114

未認識数理計算上の差異 △2,479

計 6,305

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 ４月１日から３月３１日まで
定時株主総会 ６月中
基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日
３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
 

取次所 ──────

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告の方法により行います。（http://www.sunwave.co.jp/）
但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をするこ
とができない場合には、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。
 
 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に揚げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権

利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類
事業年度（第76期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月27日関東財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書
平成20年９月16日関東財務局長に提出
平成19年６月28日に提出した第75期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）有価証券報告書及び平成19年
10月31日に提出した第75期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）有価証券報告書の訂正報告書の記載事
項の一部を訂正したものであります。
平成20年９月16日関東財務局長に提出
平成20年６月27日に提出した第76期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）有価証券報告書の記載事項の
一部を訂正したものであります。

(3）四半期報告書及び確認書
（第77期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月12日関東財務局長に提出
（第77期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月14日関東財務局長に提出
（第77期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月13日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書
平成21年６月19日関東財務局長に提出
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動
があった場合）の規定に基づく臨時報告書であります。

(5）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類
平成21年４月30日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日

サンウエーブ工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 富山　正次　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筆野　　力　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　清朗　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

サンウエーブ工業株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンウ

エーブ工業株式会社及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より製品保証引当金を

計上している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月26日

サンウエーブ工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 富山　正次　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筆野　　力　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　清朗　　印

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るサンウエーブ工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンウ

エーブ工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年４月30日開催の取締役会において、株式会社住生活グループと

の業務・資本提携、並びに同社を割当先とした第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を行うことを決議し、同

日基本合意書を締結するとともに、平成21年６月８日に業務・資本提携契約書を締結している。また、当該契約に基づく新

株式の発行及び自己株式の処分については、平成21年６月19日に払込が完了している。

 

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、サンウエーブ工業株式会社の平

成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報

告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること

にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、サンウエーブ工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以　　上

 

上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

サンウエーブ工業株式会社(E02370)

有価証券報告書

113/115



独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日

サンウエーブ工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 富山　正次　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筆野　　力　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　清朗　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

サンウエーブ工業株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンウエーブ

工業株式会社の平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より製品保証引当金を計上している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年６月26日

サンウエーブ工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 富山　正次　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 筆野　　力　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　清朗　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るサンウエーブ工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第77期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンウエー

ブ工業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年４月30日開催の取締役会において、株式会社住生活グループと

の業務・資本提携、並びに同社を割当先とした第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分を行うことを決議し、同

日基本合意書を締結するとともに、平成21年６月８日に業務・資本提携契約書を締結している。また、当該契約に基づく新

株式の発行及び自己株式の処分については、平成21年６月19日に払込が完了している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

以　　上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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